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「医療計画の見直し等に関する検討会」の設置について

1 趣旨

医療計画は、医療機能の分化・連携を推進することを通じて、地域において切れ目

のない医療の提供を実現し、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図

る
「
とを目的としている。

本検討会は、平成20年度～24年度の5カ年計画で開始されている医療計画の課
口    題等について検討を行うことにより、平成25年度からの新医療計画が、地域医療連

携などの点でより実効性が高いものにすることを目的に開催するものである。

2 主な検討内容
・ 医療体制の構築に係る指針 (*1)に示された、4疾病 5事業 (*2)I三係る
医療機能の見直し

・ 医療計画の達成状況を把握するための指標の在り方
・ 医療計画策定のためのデータ集積・分析等の在り方 等
*1 疾病又は事業ごとの医療体制構築に係る指針 (平成 1,9年 7月 20日 指導課長通知)
*2 がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病・救急医療・災害時における医療・へき地の医療「
周産期EXl療・小児医療

3 検討の進め方について
1   平成25年度からの次期医療計画の開始に向けて、平成 23年中を目途に検討結果を
とりまとめる。

4 検討会のメンバー (案 )
・      別紙参照  ・

5 事務局
医政局指導課におぃて行うものとする。

1
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医療計画制度について

○ 各都道府県がで厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かつt地域の実情に応じて、当該都道府県にお
ける医療提供体制の確保を図るために策定。

O医 療提供の量 (病床数)を管理するとともに、質(医療連携口医療安全)を評価。
○ 医療機能の分化,連携 (「医療連携」)を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、

地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。

O地 域の実情に応じた数値目標を設定し、PDCAの政策循環を実施。

○ 四疾病五事業 (※ )に係る目標、医療連携体制及び住民への情報提供推進策

○ 居宅等における医療の確保  ○ 医師、看護師等の医療従事者の確保  ○ 医療の安全の確保
0二 次医療圏、三次医療圏の設定  ○ 基準病床数の算定 等

※ 四疾病五事業 1・・四つの疾病(がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病)と五つの事業(救急医療、災害時における医療、へき地の医療、
周産期医療、小児医療 (4ヽ児救急医療を含む))をいう。

【基準病床数制度 】    `
◇ 二次医療圏等ごとの病床数の整備目標であるとともに、そ
れを超えて病床数が増加することを抑制するための基準と
なる病床数(基準病床数)を算定。

◇ 基準病床数制度により、病床の整備を病床過剰地域から
非過剰地域へ誘導し、病院口病床の地域偏在を是正。

【医療連携体制の構築8明示 】

◇ 四疾病五事業ごとに、必要な医療機能 (目標、医療機関
に求められる事項等)と各医療機能を担う医療機関の名称
を医療計画に記載し、地域の医療連携体制を構築.

◇ 地域の医療連携体制を分かりやすく示すことにより、住
民や患者が地域の医療機能を理解Q



地域完結型医療の実現

生活習慣病の増加など
疾病構造の変化

医療資源(介護、福祉含む)を
有効活用する必要性

医療機能の分化・連携 (「医療連携」)を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、
‐

地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。           ‐

都道府県は、四疾病五事業ごとに、必要な医療機能と各医療機能を担う医療機関の名称を

医療計画に記載し、地域の医療連携体制を構築
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医療計画の基本方針 (大臣告示)等について
‐

【法第30条の3】

厚生労働大臣は基本方針を定める。

基 本 方 針【大臣告示】

‐医療提供体制確保の基本的考え方

【法第30条の8】

厚生労働大臣は、技術的事項について必要な助言ができる。

医療計画作成指針【局長通知】

医療計画の作成
0留意事項
0内容、手順 等

疾病又は事業ごとの医療体制について
【課長通知】

・事業別の医療体制

求められる医療機能

構築の手順 等

病

Ｏ

Ｏ

疾

― ― ― ― ― -1



医療圏について

0都道府県はt医療計画の中で、病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき
地域的単位として区分する医療圏を定めることとされている:‐

`「

F"“……`ヤ~

三次医療1圏

52医療圏 (平成22年 4月 1日現在 )
※都道府県ごとに1つ
北海道のみ6医療圏

【医療圏設定の考え方】  |       :
都道府県の区域を単位として設定  |
ただし、都道府:県の区域が著しく広いことその他特別な事
情があるときは、複数の区域又は都道府県をまたがる区 :

二次医療圏
349医療圏 (平成22年4月 1日現在 )
【医療圏設定の考え方】―

一体の区域として病院等における入院に係る医療
を提供することが相当である単位として設定:その
際、以下の社会的条件を考慮する。  |
日地理的条件等の自然的条件   |
口日常生活の需要の充足状況

特殊な医療とは…,

広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療 (高度救命救急センタTなど)    .
経皮的カテーテル心筋焼灼術、腎移植等の先進的技術を必要とする医療 (都道府県がん診療連携拠点病院など)
高圧酸素療法、持続的血液濾過透析等特殊な医療機器め使用を必要とする医療
先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療  等

例
①
②
③
④
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規模別にみた二次医療圏(人口:面積 )

人口 (人 )

ご

出  典

二次医療圏

O二 次医療:圏間の人口の最大格差は、103:6倍 ※島しょ部を除く。
→2,534,176人 (大阪市医療圏)/24,461人 (南部Ⅱ医療圏・徳島県)

0二 次医療圏間の面積の最大格差は、9918倍 ※北海道を除く9―-7ヽ
“

二 ′′ヽ い円 :曰』V′ p.Iマ:ヌ v´ ■え ′ ヽ :H― lい ヽ VV・  V:月  /・｀4レ′時 組 C rrjヽ 、o

■ 41.88晰 (尾張中部医療圏・愛知県)/4177.59晰 (飛騨医療圏・岐阜県)



人口10万人_当たり病院数、人口1000人当たり病院病床数 (二次医療圏)

お

(圏 )
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0 人口10万人当たりの病院数は、
i全
国平均でo.9施設。

O病 院数が5以上10未満の二次医療圏が最も多く、19o圏。

0 人口1000人当たりの病院病床数は、全国平均で12,7床。
O病 院病床数が10以上15未満の二次医療圏が最も多く、139圏。
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人口10万人当たり診療所数(二次医療圏)

○「人口10万人当たりの診療所数は、全国平均で78施設。
O診 療所数が70以上80未満の二次医療圏が最も多<、 87圏。

人口10万人当たりの従事医師数 (二次医療圏 )

0人 口10万人当たりの従事医師数の平均は214名であり、
平均に満たない二次医療圏が全体の約8割を占める。

出 : ・典 :平成20年医療施設調査、平成21年度人口動態(市区町村別)
平成20年医師・歯科医師・薬剤師調査 (厚生労働省)      |
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数(平成21年 3月 31日現在)(総務省)

二次医療甲:平成20年4月時点 348圏   _



医療機器設置 (二次医療圏)台数

(台数 )
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:規模別にみた二次医療圏ごとの流出患者割合 (人口・面積)

10万～100万人の二次医療圏において、流出患者数が総患者数に占める割合は19.60/o10人口規模が5
で最も低く、人口規模が3万人以下の2次医療圏では66.7%で最も高くなつている。

〇 面積規模が

'00km2未

満あ二次医療圏からの流出患者数が総患者薮に占める割合は49.2仇で最も嵩
く、2000kポ以上の2次医療圏では11.8%で最も低くなっている。

‐

ω

70.0%

60.0%

50.0%

40,0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

60.0%

50.0%

40.0%

30.0%

20.0%

10:0%

0.0%

出   典 :平成20年患者調査ミ平成21年度人口動態(市区町村別)、
平成21年全国都道府県市区町村別面積調(国土地理院技術資料)            ・

二次医療圏 :平成20年4月 時点 348圏      :   ́     ‐

総患者数 1当該二次医療圏を住所地とする患者の総数      ■ t



医療法の改正の主な経緯について

＾
“
一

改正年 改正の趣旨等 主な改正内容等

昭和 23年
医療法制定

終戦後、医療機関の量的整備が急務とされる中で、医療

水準の確保を図るため:病院の施設基準等を整備
○病院の施設基準を創設

昭和 60年
第一次改正

医療施設の量的整備が全国的にほば達成されたことに伴
い、医療資源の地域偏在の是正と医療施設の連携の推進を

目指したもの。

○医療計画制度の導入
・二次医療圏ごとに必要病床数を設定

平成 4年
第二次改正

人口の高齢化等に対応し、患者の症状に応じた適切な医
療を効率的に提供するための医療施設機能の体系化、患者
サービスの向上を図るための患者に対する必要な情報の提
供等を行つたもの。

○特定機能病院の制度化
○療養型病床群の制度化

平成 9年
第二次改正

要介護者の増大等に対し、介護体制の整備、日常生活圏
における医療需要に対する医療提供、患者の立場に立った

情報提供体制、医療機関の役割分担の明確化及び連携の促

二等を行つたもの。

○診療所べの療養型病床群の設置
○地域医療支援病院制度の創設
○医療計画制度の充実
・二次医療圏ごとに以下の内容を記載
地域医療支援病院、廣養型病床群の整備目標
医療関係施設間の機能分担、業務連携

平成 12年
第四次改正

高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化等を踏まえ、良質

な医療を効率的に提供する体制を確立するため、入院医療

を提供する体制の整備等を行ったもの。

〇療養病床、一般病床の倉1設

○医療計画制度の見直 し
・基準病床数へ名称を変更

平成 18年
第五次改正

質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築する
ため、医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し

等を通じた医療機能の分化口連携の推進、地域や診療科によ

る医師不足問題への対応等を行つたもの。

○都道府県の医療対策協議会制度化
○医療計画制度の見直し
'4疾病 5事業の具体的な医療連携体制を位置付け
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基 床数制度について

救急医療のための病床や治験のための病床など、更なる整備が必要となる一定の病床については、

病床過剰地域であつても整備することができる特例を設定

② 一般住民に対する医療を行わない等の一定の病床は既存病床数に算定しない(病床数の補正)
L二

"二
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基準病床数制度について |

病院・診療所の病床数については、各都道府県が地域で必要とされる「基準病床数」を全国統一の算定式により算定し、
「既存病床数」が「基準病床数」を超える地域(病床過剰地域)では1病院開設・増床を許可しないこととなっている。

基準病床数

○ 都道府県は、以下の算定式に基づき基準病床数を設
定する。

「一般病床の基準病床数」=
((性別・年齢階級別人口)× (性別・年齢階級別退院率
)× (平均在院日数×0.9)+(流入入院患者)一 (流出入
院患者))÷病床利用率

「療養病床の基準病床数」=       `
((性別・年齢階級別人口)X(性別・年齢階級別入院・入
所需要率)一 (介護施設(介護療養型医療施設を除く)等
で対応可能な数)十 (流入入院患者)― (流出入院患者
))■病床利用率

○ ただし、都道府県は、県外への流出患者数が県内ヘ

の流入患者数を上回る場合、「(流出患者数一流入患
者数)X1/3」を限度として基準病床数を加算することが
できる。

○ さらに、都道府県は、以下に掲げる事情があるときは、
厚生労働大臣に協議の上その同意を得た病床数を基
準病床数に加算できる。: |
◇ 急激な人口の増加が見込まれること
◇ 特定の疾患にり患する者が異常に多くなること

等

既存病床数

〇 病院の一般病床及び療養病床

○ 有床診療所の一般病床(平成19年 1月 1日 以後に使
用許可を受けたものに限る)及び療養病床

○ 介護老人保健施設については、入所定員数に0.5を乗
じた数を既存病床数に算定
(※経過措置により、現在は原則算定対象外 )

※職域病院等の病床数の補正
職域病院等の病床は、部外者が利用している部分を除き、特定の患者
のみが利用しているため、既存病床数には算入しない。

「職域病院等」

:重症心豪障害児施設の病床

・バックベッドが確保されているiC∪病床

'国立ハンセン病療養所の病床    等



基準病床数制度における特定の病床等に係る特例

概要

〇 更なる整備が必要となる‐定の病床にPいては、病床過剰地域であつても、都道府県は、厚生
労働大臣の同意を得た数を基準病床数に加えてt病院開設・増床の許可を行うことができる。具
'体
的には、以下の通り。

① がん又は循環器疾患の専門病床
② 」ヽ児疾患専門病床

∞

Ψ  ′可 だ二期 タパ に 1ヽヽ :不 υ 7円 い

④ 発達障害児の早期リハビリテーシヨン等に係る病床

⑤ 救急医療に係る病床
⑥
~薬
物(ア Jレコァルその他)中毒性精神疾患、老人性精神疾患 小ヽ児精神疾患、合併症を伴う精神疾患に係る病床

⑦ 神経難病に係る病床                      :         :
:③ 緩禾|ケア病棟   ‐       .
③ 開放型病床       .  ~
⑩ 後天性免疫不全症候群に係る病床
① 新興・再興感染症に係る病床

⑫ 治験に係る病床  ―
⑬ 診療所の療養病床に係る病床

○ 急激な人口の増加が見込まれる、特定の疾患l二り患する者が異常に多い等の場合について
は、都道府県は、厚生労働大臣の同意を得た数を基準病床数に加えることができる。

(ヽノ  ・ J・ ノし7ハ ,い寸 : ″ nJ/P・

③ 周産期疾患に係る病床



職域病院等の病床数の補正



基準病床数制度の算定式(―般病床及び療養病床)の変遷

N
O

第 一 次 医 療 法 改 正 以 前 (※病床規制の対象は公的医療機関等のみ )

「その他の病床」の必要病床数 =(一定の地域に含まれる各市町村別人口)X(各市町村の区分に応じて厚生
大臣が定める数値)

第一次医療法改正 (S60)(医療計画制度の創設 )

「その他の病床」の必要病床数 =((性別・年齢階級別人口)X(性別・年齢階級別入院受療率)
十(流入人院患者)― (流出入院患者))÷病床利用率

第四次医療法改正(H12)(「その他の病床」を一般病床と療養病床に区分)

「一般病床+療養病床Jの基準病床数 (*)=
|    ((性 別:年齢階級別、人口)X(性別'年齢階級別入院受療率)

十(流入入院患者)― (流出入院患者))÷病床利用率

*病床種別の届出期間中 (～ H15,8,31)は、経過措置として、
「一般病床+療養病床」+「その他の病床 (診療所の療養型病床群を含む )」の基準病床数

新算定式の導入 (H18.4.1)

○一般病床の基準病床数 =((性別.年齢階級別人甲)X(性別・年齢階級別退院率)X(平均在院日数
XO.9)+(流入入院患者)一 (流出入院患者))÷病床利用率

○療養病床の基準病床数 =((性別 年́齢階級別人口)X(性別・年齢階級別入院 1入所需要率)
二(介護施設(介護療養型医療施設を除く)等で対応可能な数)十
(流入入院患者)― (流出入院患者))÷病床利用率



Ｎ
〓
　
′

1,200′ 000

1′000,000

800′ 000

600′ 000

400′ 000

200′000

0

昭和30年 昭和40年    日召和50年 「   日召千日60年     平成5年

ピーク時 :1,273′859床 (総数) 現在 :1′ 248′795床 (総数)

平成10年   平成15年   平成20年 ´
■   ‐ 出典 :医療施設調査

注:1)「一般病床」について、昭和30年～昭和60年は「その他の病床」であり、平成5年～平成10年は「その他の病床」のうち「療養型病床群」を除いたものである。
2)「療養病床」は、平成5年～平成10年までは「療養型病床群」である。
3)「病床総数」は、「一般病床数」と「療養病床数」の合計である。



○

　
　
○

10万人当たり病床数(平成5年)の上位10道県と下位10道県について、いずれも10万人当たり病

床数は減少。       :
上位10道県の病床数(総数)は減少し、下位10道県の病床数(総数)は増加。

■般病床数及び療養病床数の推移
(平成5年を1.0とした場合 )

+47都 道府県
1106

1.04

1.02

1.00

0.98

0,96

0。94

0,92

出典:厚生労働省大臣官房統計情報部「医療施設調査」及び総務省統計局「人口推計(10月 1日現在)」

平成15年   平成20年 |

N
N

1.06

1.04

1.02

1.00

0.98

0.96

0.94

0.92

‐ 下位10県

平成5年   平成10年平成5年 平成10年   平成15年   平成20年



床数に対する病床数の推移

0平 成5年度において 病ヽ床数が基準病床数を上回つていた県については、病床数が減少しご
病床数が基準病床数を下回つていた県については、病床数が増加している。

※「基準病床数」の数値については、平成6年 3月 31日現在で適用された基準病床数。出典 :「平成6年版厚生白書」
「病床数」の数値については、各年10月 1日 現在の数値。出典 :「医療施設調査」

基準病

N
ω

基準病床数に
対する病床数
(平成5年度)

基準病床数
(平成5年度 )

病床数の推移
基準病床数 (平成5年度)に対する

割合

5年度 10年度 15年度 20年度 5年度 10年度 15年度 20年度

120%～の県 162,000 204,615 190,748 126.3%
→
1177%201,013 193,664 124.1% 1195%

1000/0-1200/o0

県
582,860 626,896 620,655 613,484 .603,181 1076% 1065% 1053% 103.5%

100%未満の県 455,214 430i068 439,181 454,265 454,866

→
94.5% 965% 99.8% 99.9%

→
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4疾病5事業について

0 4疾病5事業については、医療計画に明示しt医療連携体制を構築。

N
い

(医療法第30条の4第2項第4号に基づき
省令で規定)     :
→ 生活習慣病その他の国民の健康の保持を図る

ために特に広範かつ継続的な医療の提供が必要

と認められる疾病として厚生労働省令で定める

ものの治療又は予防に係る事業に関する事項

く医療法施行規則第30条の28〉

(同項第5号で規定)´
→ 医療の確保に必要な事業

・ 救急医療
・ 災害時における医療
へき地の医療

周産期医療
小児医療 (ノlヽ児救急医療を含む )

・ 上記のほか、都道府県知事が疾病の発生状況等
に照らして特に必要と認める医療



4疾病5事業

4疾病5事業ごとの圏域の設定については、「疾病又は事業ごとの医療提供体制 (平成19年7月 20日 医政
指発07200001指導課長通知)」において、各都道府県に以下のとおり示している。

の圏域の設定について①

N
0

○がん

専門的な診療を行う医療機関における集学的治療の実施状況を勘案し、従来の二次医療圏にこだわらず、
地域の実情に応じて弾力的に設定する。

※ がん対策推進基本計画 (平成19年 6月 15日 閣議決定)においては、「原則として全国すべての2次医療圏において、
3年以内に、概ね1箇所程度拠点病院を整備するとともに、すべての拠点病院において、5年以内に、5大がん (月市がん、
胃がん、肝がん、大腸がん、手Lがん)に関する地域連携クリティカルパスを整備することを目標とする」こととされている。

O脳卒中
発症後3時間以内の脳梗塞における血栓溶解療法の有用性が確認されている現状に鑑みて、それらの恩恵
を住民ができる限り公平に享受できるよう、従来の二次医療圏にこだわらず、メディカルコントロール体制の
もと実施されている搬送体制の状況等、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

○急性心筋梗塞

急性心筋梗塞は、自覚症状が出現してから治療が開始されるまでの時間によって予後が大きく変わることを
勘案し、住民ができる限り公平に享受できるよう、従来の二重医療圏にこだわらず、メディカルコントロニル体
制のもと実施されている搬送体制の状況等、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

O糖尿病
従来の二次医療圏にこだわらず、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。



4疾病5事業の圏域の設定について②

Ｎ
】

O救急医療
地域によつては、医療資源の制約等によりひとつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域
内に機能を担う施設が存在しない場合には、圏域の再設定も行うこともあり得るも
ただし、救命救急医療について、一定のアクセス時間内に当該医療機関に搬送できるように圏域を設定
することが望ましい。

○災害時における医療
_原則として都道府県全体を圏域として、災害拠点病院が災害時に担うべき役割を明確にするとともに、大
規模災害を想定し、都道府県をまたがる広域搬送等の広域連携体制を定める。

O周産期医療   ―
重症例 (重症の産科疾患、重症の合併症妊娠、胎児異常症例等)を除く産科症例の診療が圏域内で完結
することを目安に、従来の二次医療圏にこだわらず、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定す
る。

J I         I

O小児医療 (小児救急医療含む)
地域小児医療センターを中心とした診療状況を勘案し、従来の二次医療圏にこだわらず、地域の実情に_

応じて弾力的に設定する。



N
∞

Oがん対策推進基本計画
(緩和ケア)
、原則として全国すべての二次医療日において、5年以内にt緩和ケアの知識及び技能を習得し
ているがん診療に携わる医師数を増加させるとともに、緩和ケアに関する専門的な知識及び技能
を有する緩和ケアチームを設置している拠点病院等がん診療を行っている医療機関を複数箇所肇
備することを目標とする。|                  |
(医療機関の整備等)        ●               ( |
原則として全国すべての二次医療圏||おいて、3年以内に、概ね1箇所程度拠点病院を整備す
るとともに、すべての拠点病院において15年以内に、5大がん (月市がん、胃がん、肝がん、大腸が
ん、乳がん)に関する地域連携クリティカルパスを整備することを目標とする。
‐
(がん医療に関する相談支援及び情報提供)
原則として全国すべての二次医療圏において、3年以内に、相談支援センターを概ね1箇所程
度整備するとともにtすべての相談支援センターにおいてt5年以内に、がん対策情報センタ下に
よる研修を修了した相談員を配置することを目標とする。|

○感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針    |
第二種感染症指定医療機関を、管内の二次医療圏ごとに原則としてlヶ所指定

○入院を要する(第二次)救急医療体制.‐
(病院群輸番制病院等運営事業) :  :
地域設定は、原則として二次医療圏単位とする。ただし、二次医療圏単位によりがたえい地域に
ついては都道府県知事が設定する地域で厚生労働大臣が適当と認めたものとするも



ストラクチヤ、プロセス、アウトカム指標の盛り込み状況及び実例

S:Strucuture;医 療サービスを提供する物質資源、人的資源及び組織体制を測る指標

P:Process 実際にサービスを提供する主体の活動や、他機関との連携体制を測る指標

0:Outcome 医療サービスの結果としての住民の健康状態や満足度を測る指標

都道府県ごとのSPO指標設定状況 (上位・下位3県)   単位:件

N
CO

青森県の実例 (救急)※数値は目標値

S:1時間以内に救命救急センターに搬送可能な地域の

人ロカバー率83%

P:救急搬送するまでに30分以上を要した件数(現 1犬維持)

0:心肺停止患者のlヶ月後の予後(3.3%より向上)

出典 :厚生労働科学研究費補助金「医療計画におけるPDCAマ ネジメントに関する研究」平成20年度

者F道府 県 S P 0 合 計

上

位
3
県

ヽ

千 葉 県 37 36 14 87

青 森 県 39 32 13 84

茨 城 県 26 23 7 56

下
位

３
県

静 岡 県 3 2 0 5

鳥 取 県
■

‥ 1
■

‥ 3

岡 山 県 0 2
■

‥ 3

′

千葉県の実例 (脳卒中)※数イ直は目標値

S it‐ PAを用いた血栓溶解療法が可能な病院数55ケ所

P:t― PAを用いた血栓溶解療法の実施件数460件

0:年齢調整死亡率 (人口十万対)男 49.6女23.1  1



疾病・事業ごとの医療体制 (イメージ図 )

ω
Ｏ



がんの医療体制

ω

専門的ながん診療

○手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療の実施
○初期段階からの緩和ケア、緩和ケアチームによる専門的な緩和ケア
○身体症状、精神心理的問題の対応を含めた全人的な緩和ケア

※ さらに、がん診療連携拠点病院としては        '
院内がん登録、相談支援体制、地域連携支援  等

経過観察・合併症併発・再発時の連携

標準的ながん診療

○精密検査や確定診断等の実施
○診療ガイドラインに準じた診療
○初期段階からの緩和ケア

○専門治療後のフォロ,アップ

「
○疼痛等身体症状の緩和、精神心理的問題

□□病院、●●診療所

○ がん発症リスク

低減
○ 検診受診率の

向上

在宅療養支援

○生活の場での療養の支援
O緩和ケアの実施 ~  等

△△クリニック



がんの医療体制

ω
N

【予防】 【専門診療】 【標準的診療】 【療養支援】
機
能 がんを予防する機能 専門的ながん診療機能 標準的ながん診療機能 在宅療養支援機能

目
標

●禁煙などがん発症のリスク低

減

●がん検診の受診率向上

●集学的治療の実施

●緩和ケアチニムによる治療初期段階から
の専門的な緩和ケア     ‐

●精神心理的な問題対応を含めた全人的な
緩和ケア

●精密検査や確定診断の実施

●診療ガイドラインに準じた診療の実施

●専門治療後のフォローアツプ

●治療の初期段階からの緩和ケアの実施

●身体症状の緩和、精神心理的な問題ヘ

の対応

●患者の意向を踏まえた、在宅等の生
活の場での療養支援

●緩和ケアの実施

医
　
療

機
関
例

●がん診療連携拠点病院   | ●病院又は診療所 ●ホスピス・緩和ケア病棟を有する病院
●診療所 等  |     |

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
）

【医療機関】

●精密検査の実施

●がん検診の精度管理べの協力

【行政】

●がん検診の実施

●都道府県がん登録の実施

●がん検診の精度管理

●専門的検査 :専門的診断の実施

●集学的療法の実施

●異なる専門分野間の定期的なカンフアレ
ン不等の実施

●専門的な緩和ケアチームの配置

●セカンドオピニオンの提供

●喪失した機育ヒのリハビリテーション

●禁煙外来の設置   ‐

※ がん診療連携拠点病院は追カロ事項あり

●診断 =治療に必要な検査の実施

●病理診断や画像診断等の実施

●手術療法又は化学療法の実施

●診療ガイドラインに準じた診療

●緩和ケアを実施

●喪失した機能のリハビリテーション

●禁煙外来の設置

連
携

:る診療1青報 :治療計画
の共有 (退院後の緩和ケアを含む21_=二  :__   〕する診療情報・治療計画の共有 (退院後の緩和ケアを含む

●要精検者 D確実な医療機関受診         l

指
標
に
よ
る
´

現
状
把
握

●禁煙外来を行つている医療機
関数 等         ,
●がん検診の受診率や精度管
理・事業評価を行つている市町村
数 等

●喫煙率

●専門的ながん診療を行う病院数

●がん診療連携拠点病院の整備状況

●院内がん登録の実施状況

●緩和ケアの実施状況

●がん医療に関する情報提供体制

●緩和ケアの実施状況 ●緩和ケアの実施状況

●医療用麻薬の消費量

●がん患者の在宅死亡割合

●75歳以下の年齢調整死亡率



脳卒中の医療体制

医

療

機

育ヒ

○ 来院後 1時間以内の専
門的治療開始

○ 急性期のリハビリテー

ション実施

○○病院 (救命センタニ)

ハ△脳神経外科病院

身体機能を回復させる
リハビリテーション

○ 回復期のリハビリテーション

実施

○ 再発予防治療、基礎疾患ロ

危険因子の管理

◇◇リハビリテーション病院

■■病院 (回復期リハ病棟 )

転院・退院時連携

日常生活べの復帰及び維持の
ためのリハビリテーショシ

○ 維持期のリハビリテーション実施

○ 在宅等への復帰及び日常生活継
続を支援

介護保険施設●●

□□脳神経外科医院

退院・退所・通院、在宅療養支援

在宅奪であ年活 [多鯰曹醜晃野蓼計
~ム等
]

時間の流れ

生活の場における

療養支援

O在宅療養支援
○希望する患者に対する看取り

◆◆クリニック

▲▲診療所

▲

尋
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口

・

ヨ

・

口
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口
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■

■
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■

■
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発症予防

○脳卒中の発症
予防



脳卒中の医療体制

【予防】 【救護】 【急性期】 【回復期】 【維持期】

機
能 発症予防 応急手当・病院前救護 救急医療

身体機能を回復させるリハビ
リテーション

日常生活への復帰及び維持
のための1リハビリテーション

《在宅療養》
生活の場での療養支援

目
標
`脳
卒中の発症予防 ●発症後2時間以内の

急性期病院到着

●来院後1時間以内の専門的
治療開始

●急性期に行うリハビリテーショ
ン実施      .

●回復期に行うリハビリテー
ション実施

●再発予防治療、基礎疾患・

危険因子の管理

●維持期に行うリハビリテー
ション実施

●在宅等への復帰及び生活
の継続支援

●在宅療養支援

●希望する患者に対する看
取り  ′

医
療
機
関
例

●救命救急センターを有する病

院

●脳卒中の専用病室を有する
病院

●リハビリテーションを専門と
する病院

●回復期リハビリテーション

病棟を有する病院

●介護老人保健施設

●介護保険によるリハビリ
テーションを行う病院・診療
所

●診療所   等

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
）

●基礎疾患・危険因
子の管理

●初期症状出現時の

対応について、本人

等に教育・啓発

●初期症状出現時に

おける急性期病院ヘ

の受診勧奨

【本人・周囲にいる者】

●速やかな救急搬送要
==日月

【救急救命士】

●適切な観察・判断・処
置

●急性期病院に2時間
以内に搬送   i

●CT・ MRl検査の24時間実施

●専門的診療の24時間実施

●来院後1時間以内にt‐ PAによ
る脳血栓溶解療法を実施

●外科的治療が必要な場合2
時間以内に治療開始

●廃用症候群や合併症の予防、
セルフケアの早期自立のため
のリハビリテーション実施

●再発予防治療、基礎疾患・

危険因子の管理

●抑うつ状態への対応

●機能障害の改善及びADL
向上のリハビリテーションを
集中的に実施

●再発予防治療、基礎疾患 `
危険因子の管理

●抑うつ状態への対応

●生活機能の維持・向上のリ
ハビリテーション実施

●在宅復帰のための居宅介
護サービスを調整

●再発予防治療、基礎疾患・

危険因子の管理

●抑うつ状態への対応

●訪問看護ステーシヨン、調
剤薬局と連携した在宅医療

●希望する患者に対する居
宅での看取り

o居宅介護サービスとの連
携

連
携

●医療施設間における診療情報・治療計画の共有
I

冶までの時間短縮    l l      ●在宅等での生活i≡必要覆芥護丁平百天あ調整   |  〕

指
標
に
よ
る
現
状
把
握

●基本健診受診率 ●発症から救急通報ま
での時間

●救急要請から医療機
関到着までの時間

●SCU等を有する医療機関数・
病床数

●t‐ PAによる脳血栓溶解療法
実施医療機関数、実施率

●急性期リハビリテーション実
怖医蒋榔間獅

●回復期のリハビリテーショ
ン実施医療機関数

●入院中のケフ

●介護保険によるリハビリ
テーション実施施設数

'プラン作定率    |

●在宅療養支援診療所数

●地域連携クリティカルバス導入率

●在宅等生活の場に復帰した患者の割合 ●発症1年後のADLの状況 ●脳卒中を主原因とする要介護認定者数 ●年齢調整死亡率

ω
ヽ



急性心筋梗塞の医療体制

医

療

機

育LL

時間の流れ

○ 来院後30分以内の専門的治療開始 i

O急性期の心臓リバビリテーション実
施

○ 再発予防の定期的専門検査の実施

○○病院 (救命センタ7)

△△脳神経外科病院

経過観察・合併症併発 。再発の連携

身体機能を回復させる
心臓 リハビリテーション

○ 回復期の心臓リハビリテーショ
ン実施

○ 再発予防治療、基礎疾患口危
険因子の管理

○ 在宅等への復帰支援

◇◇リハビリテーション病院

■■病院 (回復期リハ病棟 )

○ 再発予防治療    '
○ 基礎疾患・危険因子の管理

○ 在宅療養の継続支援

◆◆クリニック

▲▲診療所

退院、通院、在宅療養支援

在宅等での生活
「
―
―
リ

等ム一

いれ中申Ｆケァ′、」多様な
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発症予防

○急性心筋梗塞の

発症予防



急性心筋梗塞の医療体制

【予防】 【救護】 【急性期】 【回復期】 【再発予防】

機
能 発症予防 応急手当・病院前救護 救急医療

身体機能を回復させる

心臓リハビリテァション
再発予防

目
標

●急性心筋梗塞の発
症予防

●専門的医療機関への

早期到着

●来院後30分以内の専門的治療開始

●急性期における心臓リハビリテーションの
実施

|

●再発予防の定期的専門的検査の実施

●再発予防治療、基礎疾患・危険因子
の管理

●心臓リハビリテーシヨンの実施

●在宅復帰支援

●再発予防に必要な知識の教育

●再発予防治療、基礎疾患・危険因
子の管理

●在宅療養支援

機
関
例

医
　
療

●救命救急センターを有する病院

●心臓病専用病室(CCU)等を有する病院
●内科及びリハビリテーション科を有す
る病院又は診療所

●病院又は診療所

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
）

●基礎疾患・危険因
子の管理

●初期症状出現時の

対応について、本人
等に教育・啓発

●初期症状出現時に

おける急性期病院ヘ

の受診勧奨

【本人・周囲にいる者】

●速やかな救急搬送要
=主5月

●救急蘇生法等適切な
処置

【救急救命士】

●適切な観察・判断・処
置

●急性期病院への速や
かな搬送

●心臓カテーテル検査等の24時間実施

●専門的診療の24時間対応

●来院後3p分以内の冠動脈造影検査実施

●呼吸管理等の全身管理や、ポンプ失調、心
破裂等の合併症の治療

●電気的除細動、器械的補助循環装置く緊
急ペーシング、ぺ~スメーカー不全の対応

●包括的あるいは多要素リハビリテ=ション
の実施

●抑うつ状態等の対応

●再発予防治療、基礎疾患・危険因子
の管理

●抑うつ状態への対応

●電気的除細動等急性増悪時の対応

●運動療法、食事療法等の心臓リハビ
リテーシヨンが実施

●再発時等における対応法について、
患者及び家族への教育

●再発予防治療、基礎疾患・危険因
子の管理         |
●抑うつ状態への対応

●電気的除細動等急性増悪時の対
応

●生活機能の維持・向上のリハビリ
テーション実施

●在宅復帰のための居宅介護サー
ビスを調整       |

連
携

●医療施設間における診療情報・治療計画の共有 (定期的専門的検査の実施を含む)

時間短縮   .〕 ●合併症併発時や再発時における緊急の内科的,外科的治療に対応するための連携

指
標
に
よ
る
現
状
把
握

●健診受診率 ●発症から救急通報ま
での時間

●救急要請から医療機
関至1着までの時間

●CCUを有する医療機関数・病床数   1
●冠動脈造影検査及び治療実施医療機関数

●来院から心臓カテーテル検査までに要した
平均時間

●心臓リハビリデーション実施医療機関数

●心臓リィ́ヽビリテーション実施医療機関 ●介護保険によるリハビリテーショ
ン実施施設数

●地域連携クリティカルバス導入率

●在宅等生活の場に復帰した患者の割合 ●年齢調整死亡率

ω
０





糖尿病の医療体制

ω
∞

【初期口安定期治療】 【専門治療】 【急性増悪時治療】 【慢性合併症治療】

機
能
合併症の発症を予防するための初

期・安定期治療
血糖コントロール不可例の治療 急性合併症の治療 糖尿病の慢性合併症の治療

目
標

●糖尿病の診断及び生活習慣指導
の実施

●良好な血糖コントロ■ル評価を目
指した治療

●教育入院等の集中的な治療による、
血糖コントロァル指標の改善

●糖尿病昏睡等急性合併症の治療実施 ●糖尿病の慢性合併症に対する専門的
治療の実施

医
　
療

機
関
例
●病院又は診療所 ●病院又は診療所 ●病院又は診療所 ●病院又は診療所

求
め
ら
れ
る
事
項

`糖
尿病の診断及び専門的指導

●75gOGTT、 HbAlc等糖尿病の評
価に必要な検査の実施   |

●食事療法、運動療法及び薬物療法
による血糖コントロール  ´

●低血糖時及びシックデイの対応

●75gOGTT、 HbAlc等糖尿病の評価に
必要な検査の実施

●各専門職種のテニムによるヽ 食事療法、
運動療法、薬物療法等を組み合わせた
教育入院等の集中的な治療 (心理問題
を含む。)の実施

●糖尿病患者の妊娠への対応

●食事療法、運動療法を実施するため
の設備

●糖尿病昏睡等急性合併症の治療に関
する24時間対応

●食事療法、運動療法を実施するための
設備         1

連
携

I                l

[:

●糖尿病教室等の患者教育を実施
する医療機関数

●糖尿病教室等の患者教育を実施する

医療機関数

●教育入院を行う医療機関数

●急性合併症の治療を行う医療機関数 ●地域医療連携クリティカルパスの導入
率

地域医療連携クリティカルパスの導入率

●薬物療法からの離脱実績

●治療中断率 (医師の判断によらないものに限る)

●糖尿病に合併する脳卒中、心筋梗塞の発症数

●糖尿病による失明発症率

●糖尿病腎症による透析導入率
｀

●年齢調整死亡率



救急医療の体制

重
　
症
　
度

時間の流れ

救命救急医療

024時間365日の救急搬 ○傷病者め状態に応じ
送受入 (複数診療科に

| 
た適切な救急医療

わたる重篤な救急患者 )

OO病院 (救命センター)

【住民等】

○ 救急搬送要請及

び救急蘇生法

【救急救命士等】

○ 救急救命士の適

切な活動

〇 適切な救急医療

機関への直接搬
送

救命期後医療

○ 在宅等での療養
を望む患者に対す
る退院支援

○ 合併症、後遺症の
ある患者に対する

慢性期の医療

◆◆病院 :

入院救急医療

024時間365日 の救急搬 ○ 傷病者の状態に応じ
送受入    1    た適切な救急医療

□□病院

初期救急医療

○ 傷病者の状態に応じた適切な救急医療

◇◇休日・夜間急患センター

在宅等での生活



救急医療の体制

ヽ
Ｏ

【救護】 【救命医療】 【入院救急医療】 【初期救急医療】 【救命期後医療】

機
能 病院前救護活動 救命救急医療 入院を要する救急医療 初期救急医療

救命救急医療機関等

からの転院受け入れ

目

標

●周囲の者による救急搬送要請・救急蘇生法

●MC体制による救急救命士の適切な活動
●適切な救急医療機関への直接搬送

●24時間365日 の救急搬送受入

`傷
病者の状態に応じた適切な救急医療の提供

●傷病者の状態に応じた適
切な救急医療の提供

●在宅等での療養を望む患者
に対する退院支援

●合併症、後遺症のある患者
に対する慢性期の医療

医
療
機
関
例

●救命救急センタニを有する

病院

●救急病院 ●休日・夜間急患センター

●休日や夜間に対応できる

診療所

●療養病床又は精神病床を有
する病院

●回復期リハビリテーション病
棟を有する病院

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
γ

【住民等】

●救急蘇生法の実施、救急搬送要請

【救急救命士等】

●救急蘇生法等に関する講習会の実施

●MC協議会のプロトコールに則した判断・処置
●精神科救急医療体制との連携

【メデイカルコントロニル(MC)協議会】

●救活動プロトコールの策定・検証・改訂

●重篤な救急患者の常時受

入

●高度な治療に必要な施設・

設備         i
●救急医療に関する知識・経

験を有する医師

●急性期のリハビリテ,シヨ
ン実施

●MC体制の充実 
・

●地域の救命救急医療の充

実強化

●救急医療に関する知識・経
験を有する医師

●必要な施設・設備

●早期のリハビリテーション

実施

●外科的治療が必要な場合
2時間以内に治療開始

●医療従事者に対する研修
の実施

●救急患者に対する外来診

療

●近隣医療機関との連携

●対応可能時間等の周知

●再気管切開等のある患者の

受入体市1

●抑遷延性意識障害等を有す
る患者の受入体制

●生精神疾患を合併する患者
の受入体制

●居宅介護サービスの調整

連
携

|

|

菫携   〕
指
標
に
よ
る
現
状
把
握

●住民の救急蘇生法講習受講率

●AEDの 設置台数とその配置
●救急救命士が同乗している救急車の害1合

●周囲の者による救命処置実施率

●救急救命士の特定行為件数

●搬送先決定に一定時間を要した件数

●救急医療施設の数と配置

● 1時間以内に救命救急セ

ンターに搬送可能な地域の

人ロカバー率

●受入要請に対して実際 1手

受け入れた人員の割合

●救急医療施設の数と配置

●二次輪番病院の輪番日に

おける、消防機関からの救
急搬送受入要請に対して実
際に受け入れた人員の割合

●救急医療施設の数と配置

●診療所のうち、初期救急医
療に参画する機関の割合

●介護保険によるリハビリテ■
ション実施施設数

●心肺停止患者の一ヶ月後の予後



災害医療の体制
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被災地域

災害拠点病院機能

○重篤救急患者の救命医療

○広域搬送金の対応

○地域医療機関への資器材貸し出し

※ 被災地域外の場合はDMAT派遣

○○災害医療センター

ヽ

健 康 管 理

○被災者に対する、
口感染症のまん延防止
自衛生面のケア
ロメンタルヘルスケア 等
の実施

救護所 。避難所等

′

DMA丁
派遣機能

別の地域

で発災



災害医療の体制

【災害医療センター】 【応援派遣】 【健康管理】

災害拠点病院としての機能 DMAT等 医療従事者を派遣する機能
救護所、避難所等において

健康管理を実施する機能

●多発外傷等の重篤患者の救命医療

●患者等の受入・搬出を行う広域搬送

●自己完結型の医療救護チームの派遣

●地域医療機関への応急用資器材の貸し出し

●多被災地周辺に対する、DMAT等 自己完結型の
緊急医療チームの派遣

●被災患者の集中する医療機関に対する医療従事
者の応援派遣

●災害発生後、救護所、避難所に医療従事者を
派遣し、被災者に対する、感染症のまん延防止、
衛生面のケア:メンタルヘルスケアを実施

●救命救急センター

●入院救急医療を担う医療機関

●緊急被ばく医療機関

●救命救急センタ=を有する病院 ●病院又は診療所

●重篤患者の救命医療を行うために必要な施設・設備・医療従事者

●多数の患者に対応可能な居室や簡易ベッド

●診療に必要な施設が耐震構造であること

●特殊な災害に対する施設・設備

●被災時における生活必需基盤の維持体制

●水・食料、医薬品、医療機材等の備蓄

●対応マニュアルの整備、研修・副‖練等による人材育成

●広域災害 ,救急医療情報システムの利用

●DMAT研修等必要なトレーニングを受けている医
療従事者チームの確保

●被災地における自己完結型の医療救護に対応で
きる携行式の応急用医療資器材、応急医薬品、テ
ント、発電機等

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
）

●感染症のまん延防止、衛生面のケア、メンタル
ベルスケアを適切に行える医自市

●携行式の応急用医療資器材、応急用医薬品

●災害急性期を脱した後も住民が継続的に必要な医療を受けるための連携

●位置づけられる医療機関の数

●救命救急センターのうち災害拠点病院の割合

●医療資器材の備蓄を行つている病院の割合

●防災マニュアルを策定している病院の割合

●患者の大量発生を想定した災害実1動訓練を実施した割合

●位置づけられる医療機関の数

●緊急医療チームの数及び構成する医療従事者の
数

●災害時に応援派遣可能な医療従事者の総数

●位置づけられる医療機関の数

●全病院の耐震化率

●広域災害救急医療情報システムに登録している病院の割合

●各地域における防災訓練の実施回数    '



へき地医療の体制
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行政機関等による支援

【へき地医療支援機構等】

○べき地保健医療計画に基づく施策の実施
(医師の派遣調整等 )
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へき地診療の支援

○巡回診療

○研修の実施、研究施設の提供

○遠隔診療       ´

024時間365日 の医療アクセス体制

○高度の診療機能による援助

へき地医療拠点病院

特定機能病院  |

地域医療支援病院 等

へき地診療

〇無医地区等における地域住民の医療確保

024時間365日 対応できる体制の整備

○専門的な医療や高度な医療へ搬送する

体制の整備

へき地診療所

過疎地域等特定診療所

特例措置許可病院 等

緊急処置時
の連携



べき地医療の体制

一
●

【保健指導】 【へき地診療】 【へき地診療の支援医療】 【行政機関等の支援】

機

能
へき地における保健指導 へき地における診療 へき地の診療を支援する医療

行政機関等による
へき地医療の支援

目
標

●無医地区等における保

健指導の提供

●無医地区等における地域住民の医療の確保

●24時間365日 対応できる体制の整備

●専門的な医療や高度な医療へ搬送する体制の整備

●診療支援機能の向上 oへき地保健医療計画の作成

●作成した計画に基づく施策
の実施

医
療
機
関
例

●へき地保健指導所

●へき地診療所

●保健所

●へき地診療所及び過疎地域等特定診療所

●特例措置許可病院

●巡回診療I離島歯科診療班

●へき地医療拠点病院    ●臨床研修病院
●特定機能病院       ●救命救急センター
●地域医療支援病院     を有する病院

●都道府県

●へき地医療支援機構

●地域医療振興協会

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
）

●保健師等による実施

●地区の保健衛生状態
の把握

●保健所、最寄リヘき地

診療所等との緊密な連

携に基づく地区の実情
に応じた活動 ‐

●プライマリーの診療が可能な医師

●巡回診療の実施

●へき地医療拠点病院等における研修への参加

●巡回診療等による医療の確保

●へき地診療所への代診医の派遣及び技術指導、援助

●へき地の医療従事者に対する研修の実施、研究施設
の提供

●遠隔診療等の実施      '
●24時間365日 、医療にアクセスできる体制の整備

●高度診療機能による、へき地医療拠点病院の診療活
動の援助

【都道府県】

●へき地保健医療計画の策定

●へき地保健医療計画に基づ
く施策の実施

【へき地医療支援機構等】

●へき地保健医療計画に基づ
く施策の実施

運
携

医療システム ●へき地診療所支援システム

●緊急の内科的・外科的処置を可能とするための連携

指
標
に
よ
る
現
状
把
握

●保健指導の場の数

●応急手当受講率

●医療機能情報公開率

●へき地診療所の数 ●へき地医療拠点病院の数

●へき地医療支援機構派遣医師数の伸び率

●代診医派遣延べ数の伸び率

●へき地からの紹介患者受け入れ数

●へき地の数



周産期医療の体制

」  総合周産期医療
○ リスクの高い妊娠に対する医療及び

高度な新生児医療

○ 周産期医療システムの中核としての:

地域の周産期医療施設との連携

○ 周産期医療情報センター

◇◇総合周産期
母子医療センター

母体 。新生児搬送

○

○

周産期に係る比較的高度な医療行為

24時間体制での周産期救急医療

△△地域周産期
母子医療センター

司

周産期医療施設を退

院した障害児等が療
養口療育できる体制の

提供

在宅で療養口療育して
いる児の家族に対する
支援

■■療育センター

オープンシステム等による連携

∫

〇 正常分娩の対応

○ 妊婦健診を含めた分娩前後の診療

正 常 分 娩

○○病院、 ◆◆診療所、 □□助産所
○ 他医療機関との連携によるリスクの低い帝王切開術の対応

分
娩
の
リ
ス
ク

時間の流れ



周産期医療の体制

一
〇

【正常分娩】 【地域周産期医療】 【総合周産期医療】 【療養口療育支援】

機
育旨
正常分娩 (日常の生活・保健指導、新
生児の医療相談を含む。)

周産期に係る比較的高度な医療
母体・児におけるリスクの高い妊娠に対
する医療、高度な新生児医療

退院した障害児等が生活の場で療養・

療育できるための支援

目
標

o正常分娩の対応

●妊婦健診を含めた分娩前後の診療

●他医療機関との連携によるリスクの

低い帝王切開術の対応

●周産期に係る比較的高度な医療行為

●24時間体制での周産期救急医療 (緊急
手術を含む)

●母体・児にリスクの高い妊娠に対する
医療及び高度な新生児医療

●周産期医療システムの中核としての地
域の周産期医療施設との連携

●周産期医療情報センター

●周産期医療施設を退院した障害児
等が療養・療育できる体制の提供

●在宅で療養・療育している児の家族
に対する支援

医
　
療

機
関
例

●産科・産婦人科の病院・診療所

●連携病院  ●助産所
●地域周産期母子医療センター

●連携強化病院     `
●総合周産期母子医療センター

●小児科の病院・診療所

●在宅医療を行う診療所

●重症心身障害児施設 等

求
め
ら
れ
る
事
項

（抄
）

●産科に必要とされる検査、診断、治
療の実施

●正常分娩の安全な実施

●他の医療機関との連携による、合併

症や、帝王切開術その他の手術へ対
応

●妊産婦のメンタルヘルスの対応

●産科及び小児科 (新生児医療を担当す
るもの)を有すること

,●緊急帝王切開術等比較的高度な医療を

,提供することのできる施設

●新生児病室等

●産科及び小児科において、それぞれ24
時間体制を確保するために必要な職員 、ンヽ

●産科において、帝王切開術が必要な場
合30分以内に児の娩出が可能となるよう
な医師及びその他の各種職員

●産科及び小児科、麻酔科その他の関
係診療科目を有すること

●母体・胎児集中治療管理室(6床以上)

●新生児集中治療管理室(9床以上)

●後方病室  ●ドクターカー

●検査機能 ●輸血の確保
●母体・月台児集中治療管理室及び新生
児集中治療管理室の、24時間診療体制
を適切に確保するために必要な職員

●周産期医療情報センター

●人工呼吸器の管理が必要な児や、
気管切開等のある児の受け入れ

●児の急変時に備えた、救急対応可能
な病院等との連携

●医療t保健及び福祉サービス(レス
パイトを含む。)の調整

●自宅以外の場における、障害児の適
切な療養・療育の支援

●家族に対する精神的サポート等の支
援

連
携

[開放型病床等、地域周産期医療関連施設との連携 サ 〔  ドクターカー等による自体・新生児の搬送  〕      |
書・療育が必要な児の情報 (診療情報や治療計里守)の共有        |

指
標
に
よ
る

現
状
把
握

●分娩を取り扱う病院・診療所・助産

所数

●産科医及び産婦人科医の数

●産後訪問指導を受けた割合

●助産師数

●NICUを有する医療機関及びその病床
数

●産科医及び産婦人科医の数

●新生児を担当する医師数 ●助産師数

●NICU収容児数・平均在院日数

●NIC∪・MFIC∪を有する医療機関及び
その病床数

●産科医及び産婦人科医の数

●新生児を担当する医師数 ●助産師数

●NICU収容児数・平均在院日数

●新生児死亡率 ●周産期死亡率 ●妊産婦死亡率



小児医療の体制

医
療
機
能

（重
症
度
）

小児中核病院重
篤
な
小
児
患
者
の
紹
介

○ 地域小児医療センターでは対応が困難
な高度な専門入院医療の実施

024時間体制での小児の救命救急医療

◇◇小児医療センター

【入院小児救急】

○ 入院を要する小児救急医

療の24時間体制での実施

地域小児科センター (救急型)

緊
急
手
術
等
を

要
す
る
場
合
の
連
携

高度専門的な医療
等を要する患者

療養 。療育を要する
小児の退院支援

地域小児医療センター
【小児専門医療】

○ 一般小児医療を行う機関では

対応が困難な小児専門医療の実施
地域小児科センタニ(NIC∪型 )初期小児救急

○ 初期小児救急の実施

○〇小児初期救急センター 常時の監視等
'を要する患者

療養 ,療育を要する
小児の退院支援

一般小児医療

地域に必要な=般小児医療の実施

□□小児科医院
△△病院小児科

生活の場(施設を含む)での療養・療育が必要な小児に対する支援
【行政機関】

OJヽ児救急電話相談事業
(#8000)

【消防機関】

○ 適切な医療機関への搬送

1時間の流れ



小児医療の体制

●
∞

【相談支援等】 【二般小児医療】 【地域小児医療センター】 【小児中核病院】

機
能
●健康相談等の支援機
育ヒ

●一般小児医療 (初期
小児救急医療を除く)

●初期小児救急 ●小児専門医療 ●入院を要する小児
救急医療

●高度な小児専門医
療

●小児の救命救急
医療

目
標

●子供の急病時の対応

支援

o地域医療の情報提供

●救急蘇生法等の実施

●地域に必要な二般
小児医療の実施

●療養・療育が必要な
小児に対する支援

●初期小児救急の実
施

●一般の小児医療

機関では対応が困
難な患者に対する
医療

●入院を要する小児
救急医療を24時間
体制で実施すること

●地域小児医療セン
ターでは対応が困難
な患者に対する高度
な専門入院医療

●24時間体制での
小児の救命救急医
療

機 医
関
例 療

●小児科診療所

●一般小児科病院、過
疎小児科病院

●連携病院

●在宅当番医

●休日夜間急患セン
ター |

●小児初期救急セン

ター  等

●地域小児科セン
ター (NIC∪型)

●連携強化病院

●地域小児科セン
ター (救急型)

●連携強化病院

●小児救急輪番制の
参加病院 等

●中核病院

●大学医学部附属病
院

●小児専門病院

●救命救急センター

●小児救急医療拠
点病院 (救命救急

医療を提供する場
合 )

求
め
ら
れ
る
事
項
（抄
）

(家族等周囲にいる者 )

●不慮の事故の原因と
なるリスクの排除 等

(消防機関等 )

●救急医療情報システ

ムを活用した、適切な

医療機関への速やかな

搬送  等

(行政機関)

●小児救急電話相談事
業の実施  等

●一般的な小児医療
に必要とされる診断 l

検査・治療の実施

●軽症の入院診療

●療養・療育が必要な
小児に対する支援

●医療、介護及び福祉
サービスの調整

●慢性疾患の急変時

に備えた、対応可能な
医療機関との連携

●小児初期救急セン

ター等における初期
小児救急医療

●緊急手術や入院等

を要する場合に備え

た、対応可能な医療
機関との連携

●開業医等による、

病院の開放施設や

初期小児救急医療
への参画

●高度の診断 :検

査・治療や勤務医
の専門性に応じた

専門医療

●常時監視・治療の

必要な患者等に対
する入院診療

●地域の小児医療

機関との連携体制
形成

●入院を要する小児
救急医療の24時間
365日 体制

●地域医療機関との

連携による、入院を
要する小児救急医療

●広範囲の臓器専門
医療を含めた、地域
小児医療センターで

は対応が困難な患

者に対する高度専門

的な診断・検査・治
療

●地域小児医療セ
ンターからの紹介患
者や救急搬送によ

る患者を中心とした、
重篤な小児患者に

対する24時間365
日体制の救急医療

(小児集中治療室
(PICり )を運営する
ことが望ましい)

連
携

i l
l

より専門的な医療を要するなど対応が困難な患者に係る連携

療養口療育を要する小児の退院支援に係る連携

指
標
に
よ
る

現
状
把
握

●小児救急電話相談の

件数

●小児救急啓発事業
の講習会実施回数

●開業医が対応した
時間外患者の割合

●24時間体制の医
療圏整備率

●消防要請に対して

実際に受け入れた患
者の割合

●季L児死亡率 ●幼児死亡率 ●小児(15才未満)の死亡率 ●医療圏ごとの小児医療機関数 ●小児医療に係る医師数



●
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資料5

参考資料



資料5-1

医療法(抜粋)
い
〇



医療法 (抜粋 )

(基本方針に定める事項)

第 30条の3                            _
厚生労働大臣は、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保 (以下「医療

提供体制の確保」という。)を図るための基本的な方針 (以下「基本方針」という。)

を定めるものとする。

2 基本方針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。
一  医療提供体制の確保のため計じようとする施策の基本となるべき事項
二  医療提供体lllの確保に関する調査及び研究に関する基本的な事項   ヽ
三 医療提供体制の確保に係る目標に関する事項
四 医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携並びに医療を受ける者に対す
る医療機能に関する情報の提供の推進に関する基本的な事項

五  医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の確保に関する基本的な
事項

六 次条第 1項に規定する医療計画の作成及び医療計画に基づく事業の実施状況の

望       評価に関する基本的な事項
七 その他医療提供体制の確保に関する革要事項
3 厚生労働大臣は、基本方,1‐を定め、又は|れを変耳したときは、遅滞なく、これを
公表するものとする。                          ｀

(医療計画に定める事項)

第 30条の4

都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における

医療提供体制の確保を図るための計画 (以下「医療計画」という。)を定めるものとす

る。

2 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 都道府県において達成すべき第 4号及び第 5号の事業の目標に関する事項
二 第四号及び第五号の事業に係る医療連携体制 (医療提供施設相互間の機能の分担

及び業務の連携を確保するための体 Lllを いう。以下同じ。)に 関する事項

三 医療連携体制における医療機能に関する情報の提供の推進に関する事項
四 生活習慣病その他の国民の健康の保持を図るために特に広範かつ継続的な医療
の提供が必要と認められる疾病として厚生労40J省 令で定めるものの治療又は予防

に係る事業に関する事項          、

五 次に掲げる医療の確保に必要な事業 (以下 「救急医療等確保事業」という。)に
関する事項 (ハに掲げる医療については、その確保が必要な場合に限る。)

イ 救急医療                            |
口 災害時における医療
ハ ヘき地の医療
二 周産期医療
ホ 小児医療 (小児救急医療を含む。)        :
ヘ イからホまでに掲げるもののほか、都道府県知事が当該都道府県における疾病
の発生の状況等に照らして特に必要と認める医療

六  居宅等における医療の確保に関する事項
七  医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の確保に関する事項
人  医療の安全の確保に関する事項
九  地域医療支援病院の整備の日標その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備
の日標に関する事項

十  主として病院の病床 (次号に規定する病床並びに精神病床、感染症病床及び結
核病床を除く。)及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位として区分する区

域の設定に関する事項               ‐

十一  二以上の前号に規定する区域を併せた区域であつて、主として厚生労lJj省令
で定める特殊な医療を提供する病院の療養病床又は一般病床であつて当該医療に

係るものの整備を図るべき地域的単位としての区域の設定に関する事項

十二  療養病床及び一般病床に係る基準病床数、精神病床に係る基準病床数、感染
症病床に係る基準病床数並びに結核病床に係る基準病床数に関する事項

十三  前各号に掲げるもののほか、医療提供体制の確保に関し必要な事項
3 都道府県は、前項第 2号に掲げる事項を定めるに当たつては、次に掲げる事項に
配慮しなければならない。

一  医療連携体制の構築の具体的な方策について、前項第四号の厚生労働省令で定
める疾病又は同項第 5号イからへまでに掲げる医療ごとに定めること。

二  医療連携体制の構築の内容が、患者が退院後においても継続的に適切な医療を
受けることができることを確保するものであること。

二  医療連携体制の構築の内容が、医療提供施設及び居宅等において提供される保
健医療サービスと福祉サービスとの連携を含むものであること。

四 医療連携体制が、医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者、介護
保険法に規定する介護サービス事業者、住民その他の地域の関係者による協議を経

て構築されること。

4 第 2項第 10号及び第 11号に規定する区域の設定並びに同項第 12号に規定す
る基準病床数に関する標準 (療養病床及び一般病床に係る基準病床数に関する標準に



輌
Ｎ

あつては、それぞれの病床の種別に応じ算定した数の合計数を基にした1票準)は、厚

生労lJl省令で定める。

5～ 7(略 )
8 都道府県は、医療計画を作成するに当たつては、他の法律の規定による計画であ
うて医療の確保に関する事項を定めるものとの調和が保たれるようにするとともに、

公衆術生:薬事、社会福祉その他医療と密接な関連を有する施策との連携を図るよう

に努めなければならない。

9 都道府県は、医療計画を作成するに当たつて、当該都道府県の境界周辺の地域に

おける医療の需給の実情に,照 らし必要があると認めるときは、関係都道府界と連絡

調整を行うものとする。

10 都道府県は、医療に関する専門的科学的知見に基づいて医療計画の案を作成す

、 るため、診療又は調剤に関する学識経験者の団体の意見を聴かなければならなし、

11 都道府県は、医療計画を定め、又は第30条の 6の規定により医療計画を変更

しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会及び市町村 (救急業務を処

理する一部事務組合及び広域連合を含む。)の意見を聴かなければならない。

12 都道府県は、医療計画を定め、又は第 30条の 6の規定により医療計画を変更

したときは、遅滞なく、これを厚生労lSl大臣に提出するとともに、その内容を公示

しなければならない。             :

(医療計画の変更)

第 30条の 6

都道府県は、少なくとも5年ごとに第 30条の4第 2項第 1号及び第 9号に定める

目標の達成状況並びに同項各号 (第 1号及び第 9号を除く。)に掲げる事項について、

調査、分析及び評lllFを行い、必要があると認めるときは、当該都道府県の医療計画を

変更するものとする。

(助言)

第 30条の 8

厚生労rJl大臣は、医療計画の作成の手法その他医療計画の作成上重要な技術的事項

について、都道府県に対し、必要な助言をすることができる。



資料 5-2

‐    医療提供体制の確保に関する基:本方針
認       (干 成19年厚生労働省告示第70号 )



○
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
関
す

る
基
本
方
針

（平
成
十
九
年
二
月
三
十
日
）

（厚
生
労
働
省
告
示
第
七
十
号
）

医
療
法

（昭
和

二
十
三
年
法
律
第

二
百
五
号
Ｘ
垂

二
十
条

の
三
第

一
項
の
規
定

に
基
づ
き
、
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
関
す
る
基
本
方
針
を
次
の
よ
う
に
定
め
、

平
成
十
九
年
四
月

一
日
か
ら
適
用
す
る
。

医
療
提
供
体
制

の
確
保
に
関
す
る
基
本
方
針

こ

の
基

本

方

針

は
、
我
が

国

の
医
療
提
供

体

制

に
お

い
て
、
国
民

の
医
療

に
対

す

ん
安

心

、
信
頼

の
確
保

を

目
指

し
、

医
療

計

画
制
度

の
中

で
医
療

機

能

の
分

化

口
連

携

を
推

進

す

る

こ
と
を

通

じ

て
、

地

域

に
お

い
て
切
れ

目

の
な

い
医
療

の
提

供

を

実

現
す

る

こ
と

に
よ
り
、
良
質

か

つ
適

切
な

医
療
を
効
率

的

に
提

供

す

る
体

制

の
確

保

（
以

下

「
医
療
提

供
体

制

の
確

保
」

と

い
う
。
）
を

図
る

た

め

の
基

本

的

な
事

項
を

示
す

も

の

で
あ

る
。

都
道
府
県
に
お
い
て
は
、
こ
の
方
針
に
即
し
て
、
か
つ
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の

実

情

に
応

じ

て
、

当

該
都

道
府

県

に
お

け

る

医
療

提
供
体
制

の
確
保

を

図
る

た

め

の
計

画

（
以

下

「
医
療
計

画
」
と

い
う
。

）
を
定

め
る
も

の
と
す
る
。

一弟

一
　

医

療

提

供
体

制

の
確

保

の
た
め
講

じ

よ
う

と
す

る
施

策

の
基
本

と
な

る

ベ

き
．事

項

　

　

¨

一
　

医
療

提

供
体

制

の
確

保

の
た
め
講

じ

よ

う
と

す

る
施
策

の
基
本
的

考

え
方

医
療

は
、
我
が

国
社

会

の
重

要
か

つ
不
可
欠
な

資
産

で
あ

り
、
医
療

提
供

体

制

は

、

国

民

の
健

康

を

確
保

す
る

た
め

の
重

要

な
基

盤

と
な

っ
て
い
る
。

ま

た

、
医
療

は
、
患

者

と

医
療
提
供
者

と

の
信

頼
関
係
を
基
本
と

し

て
成

り

立

つ
も

の

で
あ

る
。
患

者

や

国
民

に
対

し

て
医
療

サ
ー
ビ

ス
の
選
択

に
必
要
な
情

報

が

提

供

さ
れ

る

と

と
も

に
、

診
療

の
際

に

は
、

イ

ン
フ
オ
ー

ム
ド

コ
ン
セ
シ

ト

（
医
師
等

が

医
療

を
提

供

す

る

に
あ

た
り

適

切

な
説

明
を

行

い
、
患

者
が

理

解

し

同
意

す

る

こ
と
）
の
理
念

に
基
づ

き
、
医

療

を

受
け
る
主
体

で
あ

る
患

者

本

人

が

求

め

る

医
療

サ
ー

ビ

ス
を
提

供

し

て
い
く

、
と

い
う
患

者
本

位

の
医
療

を

実

現

し

て

い
く

こ
と
が

重

要

で
あ

る
。
安
全

で
質
が

高

く
、
効
率

的
な

医
療

の
実

現

に
向

け

て
、
患

者

や
国

民
が

、

そ

の
利

用
者

と

し

て
、
ま
た
、
費

用
負
担

者

と

し

て
、

こ
れ

に
関

心
を

持

ち
、

医
療
提
供

者

の
み
に
任

せ
る

の
で
は
な

く

一

自

ら
も

積
極

的

か

つ
主
体

的

に
医
療

に
参

加

し

て

い
く

こ
と
が

望
ま

し
く

、

そ

う

し
た

仕

組

み
づ

く

り
が

求
め

ら
れ

る
。

さ

ら

に
、

医
療

は

、

周
産

期

医
療

、
小
児

医
療

（小
児
救

急

医
療

を
含
む
。

以

下
同

じ
。
）
か

ら

は

じ
ま

り
、
終
末

期

に
お

け
る

医
療

ま

で
、
人
生

の
す
べ

て

の

過

程

に
関
わ

る
も

の

で
あ

り
、
傷
病

の
治

療

だ

け

で
は
な

く
、
健
康
づ

く

り
等

い
一



を
通
じ
た
予
防
や
、
慢
性
の
症
状
を
持
ち
な
が
ら
の
継
続
ｔ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
利
用
等
様
々
な
領
域
と
関
わ
る
も

の
で
あ
る
「
ま
た
ヽ
医
療
の
提
供
に
際
し

て
は
、
医
療
分
野
や
福
祉
分
野
の
専
門
職
種
、
ボ
ラ
ン
テ
イ
ア
い
家
族
そ
の
他

・
様
々
な
人
が
関
わ

っ
て
く
る
こ
と
か
ら
、
医
療
提
供
者
は
、
患
者
本
位
の
医
療

と
い
う
理
念
を
踏
ま
え
つ
つ
、
医
師
と
そ
の
他
の
医
療
従
事
者
が
そ
れ
ぞ
れ
の

専
門
性
を
発
揮
し
な
が
ら
協
力
し
て
チ
ー
ム
医
療
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
は
も

と
よ
り
、
地
域
に
お
い
て
、
患
者

の
視
点
ｔ
立

っ
た
医
療
提
供
施
設

（医
療
法

（昭

和

二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
。
以
下

「
法
」
と
い
う
。
γ
昴
一
条
の
二
第

二
項

に
規
定
す
る
医
療
提
供
施
設
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
相
互
間
の
機
能

の
分
担

及

び
業
務

の
連
携
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制

（以
下

「
医
療
連
携
体
制
」
と
い
う
。
）

の
構
築
に
も
積
極
的
に
協
力
し
て
い
く

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

国
及
び
都
道
府
県
は
、
こ
の
よ
う
な
理
念
に
基
づ
き
、
少
子
高
齢
化
の
進
展
や

医
療
技
術

の
進
歩
、
国
民
の
意
識

の
変
化
等
ｔ
踏
ま
え
な
が
ら
、
安
全

で
質
が

高
く
、
効
率
的
な
医
療
を
提
供
す
る
た
め
の
施
策
に
積
極
的
に
取
り
組
む

こ
と

が
不
可
欠

で
あ
る
。

医
療
に
対
す
る
患
者
や
住
民
の
意
識
、
ま
た
、
医
療
提
供
体
制
の
現
状
は
、
都

道
府
県
に
よ
り
、「
あ
る
い
は
各
都
道
府
県
内
に
お
い
て
ｔ
都
市
部
と
そ
れ
以
外

の
地
域
と

で
は
、
大
き
な
違
い
が
あ
る

こ
と
か
ら
、
具
体
的
な
施
策
を
講
ず
る

に
当
た

っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域

の
状
況
や

二
１
ズ

に
十
分
配
慮
し
て
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

ま
た
、
人

口
の
急
速
な
高
齢
化
が
進
む
中
で
、
疾
病

の
構
造
が
変
化
し
、
が
ん
、

脳
卒
中
、
急
性
心
筋
梗
塞
及
び
糖
尿
病
等
の
生
活
習
慣
病
が
増
加
し
て
い
る
申
、

生
活
の
質

の
向
上
を
実
現
す
る
た
め
、
特
に
、
が
ん
、
脳
卒
中
、
急
性
心
筋
梗

塞
及
び
糖
尿
病
に
対
応
し
た
医̈
療
連
携
体
制
の
早
急
な
構
築
を
図
る
こ
と
、
さ

ら
に
、
地
域
に
お
け
る
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
お
い
て
重
要
な
課
題
ど
な
る

救̈
急
医
療
、
災
害
時
に
お
け
る
医
療
、　
へ
き
地

の
医
療
、
周
産
期
医
療
及
び
小

児
医
療
に
対
応
し
た
医
療
連
携
体
制

の
早
急
な
構
築
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る

。
・

一一　
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
関
す
る
国
と
都
道
府
県
の
役
割

安
全
で
質
が
高
く
、
効
率
的
な
医
療
提
供
体
制
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
都
道

府
県
が
中
心
と
な

っ
て
、
そ
の
医
療
計
画
に
基
づ
き
自
ら
の
創
意
工
夫

で
施
策

を
企
画
立
案
及
び
実
行
し
ヽ
国
は
都
道
府
県
の
取
組
を
支
援
す
る
こ
と
が
必
要

で
あ

る

。

第

二
　

医

療

提

供

体

制

の
確
保

に

関

す

る

調

査

及

で

研

究

に
関

す

る
基

本

的

な

事

項
一
　

調
査
及
び
研
究
に
関
す
る
基
本
的
考
え
方

　

，

ｕ
切



医
療

提
供

体
制

の
確

保

に
関
す

る

調
査

及
び

研
究

に

つ
い

て
は
、
以

下
の

観
点

に
配
慮

し

て
実
施

す
る

必

要
が
あ

る

。

１
　

医
療

を
提

供
す

る
側

の
視

点
だ

け

で
な

く
、

医
療

を
受

け

る
主
体

で
あ

る
患

者

の
視

点

も

踏
ま

え
る
。

２
　

医
療

提

供

体
制

の
量

的
な
整
備

と

い
う

観
点

だ

け

で
な

く

、
医
療

連
携
体

制

の
構

築

等

質
的
な

向

上

に
資
す

る
観

点
も

重
視

す

る
一

３
　

患

者

や
住

民
に
対
す

る

医
療
機

能

に
関

す
る
情
報

提
供

を

推
進

す

る
た

め
、

〓
個

別

の
医
療
提
供

施

設

の
医
療
機

能

に
限

ら
ず

、
地

域

の
医
療
機
能

全
体

の
概

要
を

明

ら

か

に
す

る

こ
と

に
資
す

る

も

の
と
す

る
。

二
　

調

査

及
び

研
究

に
関

す

る

国
と
都

道

府

県

の
役
割

１
　

具
体

的

な

調
査

及
び

研
究

に

つ
い

て
は

、
国
と
都

道
府

県

と
が

そ

れ
ぞ

れ

次

の
と

お

り

行
う

こ
と
と

す

る
。
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

・

（
一
）

国

は
、
が
ん

、
脳
卒

中
、
急

性

心
筋

梗
塞

及
び

糖
尿
病

の
四
疾

病
並
び

に

救

急

医
療

、
災
害

時

に
お

け
る

医
療

、　
へ
き
地

の
医
療
、

周
産
期

医

療

及
び

小

児

医
療

の
五
事
業

（
以

下

「
四
疾
病

及
び

五
事
業

」
と

い
う
。

）
に

つ
い
て
調

査

及
び

研
究

を

行

い
、
疾

病

又
は
事

業

ご

と

に
求

め
ら
れ

る
医
療
機

能

を
明
ら

か

に
す

る

。

（
二
）

都

道

府

県
は

、

国

の
調
査
等

に
加

え

、
法
第

六
条

の
三
第

一
項

及
び

薬

事

法

（昭

和

三
十

五
年

法
律

第

百

四
十

五
号
）
第

八
条

の
二
第

一
項

の
規

定

に
よ

り

医
療

提

供

施

設

の
医
療

機

能

に
関

す

る
情

報

を
把
握

す

る
ほ
か
、

患

者
や
住

民

の

ニ
ー
ズ

に
沿

っ
た
情

報

を
把

握

す

る
た

め

に
独
自

の
調
査

を
行

う

こ
と
も

で

き

る

。
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

一

な

お

、
都

道

府
県

は
、
必

要

に
応

じ
．て
、
法
第

三
十
条

の
五

の
一規
定

に
基
づ

き
、

医
療

提

供

施

設

の
開
設

者

等

に
対

し
、

必

要
な
情
報

の
提
供

を
求

め

る

こ
と
が

で
き

る
。

２
　

日

及
び

都

道
府

県

は

、

医
療

機

能

に
関

す
る
調
査

に
よ
り
把
握

し

た
情

報

を

公
表

す

る

こ
と
を

通
じ

て
、

医
療

連

携
体

制

及
び
地

域

の
医
療
機

能

に

つ
い

て

の
住

民

の
理
解
を

促
進

さ

せ
る

こ
と

が

必

要

で
あ

る
。

一垂

一一　

医
療
提

供
体

制

の
確
保

に
係

る

目
標

に
関
す

る
事

項

一
　

目
標

設
定

に
関
す
る

基
本

的
考

え
方

医
療

提

供

体
制

の
確

保

に
係

る
日

標

に

つ
し、

て
は
、
以
下

の
観
点

に
配
慮

し

て

定

め

る

こ
と
が
必

要

で
あ

る
。

１
　

患

者

本

位

の
、

か

つ
、
安

全

で
質

が
高

く
、
効
率

的
な

医
療

の
提

供
を
実

現

す

る
。

２
　

医
療

連

携

体
制

の
構

築

に
資

す

る

医
療

機
能

の
明
確
化
を

目
指

す

。

３
　

地

域

の
医
療
提

供
体

制

の
概

要
を

明

ら

か
に
し
、

そ

の
改

善
を

図

る
。

一
一
　

日
標

設
定

に
関
す
る

国
と
都

道

府

県

の
役
割

一
〇



都
道
府
県
は
、
本
基
本
方
針
に
基
づ
く
医
療
計
画
の
見
直
し
後
五
年
間
を
目
途

に
、

四
疾
病
及
び

五
事
業
並
び
に
当
該
都
道
府
県
に
お
け
る
疾
病
の
発
生
の
状

況
等
Ｌ
照
ら
し
て
特
に
必
要
と
認
め
る
医
療
に
つ
い
て
、
地
域
の
実
情

に
応
‐じ

た
数
値
目
標
を
定
め
る
。

そ
の
際
に
は
、
新
健
康

フ
ロ
ン
テ
イ
ア
戦
略
や
二
十

一
世
紀
に
お
け
る
国
民
健

康
づ
く
り
運
動

（健
康
日
本

二
十

一
）
な
ど
、

「
第
七
　
そ
の
他
医
療
提
供
体
制

の
確
保
に
関
す
る
重
要
事
項
」
に
掲
げ
る
諸
計
画
等
に
定
め
ら
れ
る
目
標
等
を

十
分
勘
案
す
る
も

の
と
す
る
。

都
道
府
県
は
、
数
値
目
標

の
達
成
状
況
に
つ
い
て
、
少
な
く
と
も
五
年
ご
と
に

調
査
、
分
析
及
び
評
価
を
行
い
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
都
道
府
県
は
そ
の
医

療
計
画
を
変
更
す
る
こ
と
と
す
る
。
　

　

‥

国
は
、
都
道
府
県
に
対
し
て
、
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
向
け
た
実
効
性
あ
る

施
策
が
図
ら
れ
る
よ
う
支
援
す
る
も
の
と
す
る
。

第
四
　
医
療
提
供
施
設
相
互
間
の
機
能
の
分
担
及
び
業
務
の
連
携
並
び
に
医
療
を

受
け
る
者
に
対
す
る
医
療
機
能
に
関
す
る
情
報

の
提
供

の
推
進
に
関
す
る
基
本

的
な
事
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

一
　

医
療
連
携
体
制
　
′
の
基
本
的
考
え
方

医
療
連
携
体
制
の
構
築
は
、
患
者
が

可
能
な
限
り
早
期
に
居
宅
等
で
の
生
活
に

復
帰
し
、
退
院
後
に
お
い
て
も
継
続
的
に
適
切
な
医
療
を
受
け
る
こ
ど
を
可
能

と
し
、
居
宅
等
医
療
の
充
実
に
よ
る
生
活
の
質
の
向
上
を
目
指
す
も

の
で
あ
る

こ
と
を
踏
ま
え
、
さ
ら
に
、
以
下
の
点
に
留
意
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

診
療
所
に
お
け
る
医
療

の
提
供
に
関
し
て
は
、
一例
え
ば
、
居
宅
等
に
お
け
る
療

養
を
支
え
る
入
院
医
療
の
提
供
も
可
能
で
あ
る
有
床
診
療
所
の
特
性
な
ど
、
各

診
療
所
の
地
域
に
お
け
る
役
．割
を
考
慮
す
る

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
の
上

で
、

、
身
近
な
地
域
に
お
け
る
日
常
的
な
医
療
の
提
供
や
健
康
管
理
に
関
す
る
相
談
ど

い

っ
た
か
か
り
つ
け
医
の
機
能

の
向
上
を
図
り

つ
つ
、
診
療
所
相
互
間
又
は
診

療
所
と
病
院
と
の
業
務
の
連
携
に
よ

っ
て
、
診
療
時
間
外
に
お
い
て
も
患
者
又
」

は
そ
の
家
族
力、
ら

・
の
連
絡

に
対
し
、
往
診
等
必
要
な
対
応
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
体
制

の
構
築
が
求
め
ら
れ
る
。

病
院
に
お
け
る
医
療
の
提
供
に
関
し
て
は
、
質
の
高

い
入
院
医
療
が

二
十
四
時

間
提
供
さ
れ
る
よ
う
、
医
師
、
看
護
師
、
薬
剤
師
を
は
じ
め
と
し
た
医
療
従
事

者
の
適
切
な
人
員
配
置
を
通
じ
た
勤
務
環
境
の
改
善
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。

こ
れ
ら
の
役
割
が
、
患
者

の
視
点
に
立

っ
て
的
確
に
果
た
さ
れ
る
よ
う
、
地
域

の
診
療
に
携
わ
る
医
師
等

の
団
体

の
積
極
的
な
取
組
が
期
待
さ
れ
る
。

二
　
疾
病

又
は
事
業
ご
と
の
医
療
連
携
体
制
の
あ
り
方

い
可



四
疾
病

及
び

五
事

業

に
係

る

医
療

連
携

体

制

に

つ
い
て
は

、
そ
れ
ぞ

れ

以

下
の

機

能

に
即

し

て
、

地

域

の
医
療

提

供
施

設

の
医
療
機

能
を

医
療
計
画
に

明

示
す

る

こ
と
が

必

要

で
あ

る
。

こ
れ

に
よ
り
（

患

者

や
住

民

に
対

し
、
分

か

り
や
す

い
情

報
提
供

の
推
進

を

図
る

必

要
が

あ

る

。

１
　

疾

病

又
は
事
業
ご

と

に
明

示
す

る
機

能

　

　

　

，

（
一
）

が

ん

が

ん

の
種

別
ご

と

の
専

門
的

な
が

ん

医
療

を
行
う
機

能
、
緩

和
ケ

ア
を

行
う
機

能

及
び

相
談

支
援

を

行
う

機
能

（が

ん
診

療

連
携

拠
点
病

院

、
医
療
機
能

に
着

目

し

た

診

療
実

施
施

設
等
）

（
二
）

脳
卒
中

ヽ
救

急

医
療

の
機
能

、
身
体

機

能
を

回

復

さ

せ
る

リ

ハ
ビ

リ

テ
ー
シ

ョ
ン
を
提

供

す

る

機

能

及
び

日
常

生
活

に
復

帰
さ

せ
る

リ

ハ
ビ

リ

テ
ー

シ

ョ
ン
を
提

供
す

る

機

能

（発
症

か

ら
入
院

そ

し

て
居
宅

等

に
復

帰
す

る
ま

で
の
医
療

の
流
れ

、
医
療

機

能

に
着

目

し
た

診
療
実

施
施

設

（急

性

期

日
回
復
期

口
居
宅

等

の
機
能

ご
と

の

医

療

機

関
）
等

）

（
三
）

急
性

心
訪

梗

塞

救

急

医
療

の
機
能

及
び

身

体

機
能

を

回
復

さ

せ
る

リ

ハ
ビ

リ
テ
ー

シ

ョ
ン
を

提

供

す

る
機

能

（発
症

か

ら

入
院
そ

し

て
居
宅

等

に
復

帰
す

る
ま

で
の
医

療

の

流

れ

、

医
療

機

能

に
着

目

し
た

診
療

実

施

施

設

（急
性

期

日
回
復
期

・
居

宅
等

の

機

能

ご

と

の
医
療

機

関
）
等

）

（
四
）

糖

尿
病

重

篤

な
疾

病

を

予
防
す

る

た

め

の
生

活
指

導
を
行
う
機
能

及
び
糖

尿
病

に
よ

る

合

併
症

を

含

め
た
疾
病

の
治

療

を

行
う

機

能

（発
症

か

ら
居
宅
等

で
継

続

し

て
治

療

す
る

ま

で

の
医
療

の
流

れ
、
医
療

機

能

に
着

目

し
た

診
療
実
施

施

設
等

）

（
五
）

救

急

医
療

休

日
夜
間

急
患

セ

ン
タ
ー

や

二
十

四
時

間

対
応
す

る
診
療

所
等

で
初

期

の
救

急

医
療

を
提

供
す

る
機
能

、

緊
急

手
術

や

入
院

を
必

要
と
す

る
救
急
患

者

に
医

療

を

提
供
す

る
機
能

及
び

生
命

に
か

か
わ

る
重
篤
な
救

急
患

者

に
救
命

医
療

を

提

供

す

る
機

能

（都

道

府
県

内

の
ブ

ロ

ッ
ヶ
ご

ど

の
救

急

医
療
機
関

の
役

割

（産

科

合

併

症

以
外

の
合

併
症

を
有

す

る

母
体

に
対

し
て
救
急

医
療
を
提
供

す

る

医

療

機

関

の
役

割

を

含

む
。
）
、

在
宅

当

番

医
制

又
は
休

日
夜

間
急
患

セ

ン
タ
ー

・

入
院

を

要
す

る
救

急

医
療

機

関

・
救

命
救

急

セ

ン
タ
ー

に
実

際

に
搬
送

さ
れ

る

患

者

の
状
態

、
自

動
体

外

式
除

細

動

器

貧
日
）
等

病
院

前

救

護
体
制

や
消

防
機

関

と

の
連

携

（病

院

間
搬

送
を

含

む
。ｒ
）
等
）

（六
）

災
害
時

に
お

け
る

医
療

災

害

時

に
被

災
地

へ
出

動

し
、
迅
速

に
救

命

医
療
を
提

供

す
ん
機
能

、
そ

の
後

避

難

所
等

に
お

い

て
診
療

活
動

を

行

う
機

能

、
被
災

し

て
も

医
療
提
供

を

引
き

u
∞



続

き
維
持

し
被
災

地

で
の
医
療
提
供

の
拠

点
と
な

る
機

能

及
び

壽

？

ア
ロ

（核

兵

器

、
生

物

兵

器
、
化
学
兵
器
等

に
よ
る

テ

ロ
を

い
う
。
）
等
特

殊
な

災

害

に
対

し

医
療
支
援

を

行
う
機
能

（都
道

府
県

内

外

で
の
災
害

発
生

時

の
医
療

の‐
対
応

（災

害
派
遣
医
療

チ
ー
ム
Ｇ
≡
こ

の
整
備
状
況
と
活
用
計
画
を
含
む
。
）
、
広
域
搬
送

の
方
法
、
後
方
医
療
施
設
の
確
保
、
消
防

・
警
察
等
関
係
機
関
と
の
連
携
、
広

域
災
害

口
救
急
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
の
状

況
＾
災
害
拠
点
病
院
の
耐
震
化

口
医

薬
品
の
備
蓄
状
況
、
災
害
に
対
応
し
た
訓
練
計
画
等
）
　

　

　

　

¨

（七
）

へ
き
地

の
医
療

へ
き
地
保
健
医
療
計
画
ど
整
合
性
が
と
れ
、
継
続
的
に

ヽ
き
地
の
医
療
を
支
援

で
き
る
機
能

（第
十
次

へ
き
地
保
健
医
療
対
策
を
踏
ま
え
た
対
応
、
搬
送

・
巡
回

診
療

・
医
師
確
保
等

へ
き
地
の
支
援
方
法
等
に
よ
る
連
携
体
制
等
）

（八
）

周
産
期
医
療
　
　
　
　
　
　
・

ご

正
常
な
分
娩
を
扱
う
機
能

（日
常
の
生
活

口
保
健
指
導
及
び
新
生
児

の
医
療
相

談

の
機
能
を
含
む
。
）
及
び
高
度
な
診
療
を
要
す
る
リ
ス
ク
の
高
い
分
娩
を
扱
う

機
能

（妊
産

婦
の
状
態
に
応
じ
、
居
宅
等
に
戻
る
ま
で
の
医
療
の
流
れ
、
病
態

ロ

医
療
機
能

に
着
目
し
た
診
療
羮

施
施
設
、
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ

ン
タ
ー
と

地
域
の
周
産
期
医
療
の
医
療
連
携
体
制

（搬
送
体
制
′を
含
む
。
）
、
自
治
体
立
病

院
等

の
産
科
に
関
す
る
医
療
資
源
の
集
約
化

・
重
点
化
等
）

（九
）

小
児
医
療
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ヽ
　

　

　

　

　

　

）

小
児
の
健
康
状
態
の
相
談
を
行
う
機
能
い
在
宅
当
番
医
制
、
休
日
夜

間
急
患

セ

ン
タ
ー
や

二
十
四
時
間
対
応
す
る
診
療
所
等
初
期
の
小
児
救
急
医
療
を
提
供
す

る
機
能
、
緊
急
手
術
や
入
院
を
必
要
と
す
る
小
児
救
急
患
者
に
医
療
を
提
供
す

る
機
能
及
び
生
命
に
か
か
わ
る
重
篤
な
小
児
救
急
患
者
に
救
命
医
療
を
提
供
す

る
機
能

（発
症
か
ら
外
来
で
の
通
院
や
入
院
を
経

て
居
宅
等
に
戻
る
ま

で
の
医

療
の
流
れ
、
病
態

・
医
療
機
能
に
着
目
し
た
診
療
実
施
施
設
、
小
児
救
急
医
療

の
提
供
体
制

（在
宅
当
番
医
制
又
は
休

日
夜
間
急
患
セ
ツ
タ
ｌ

ｒ
入
院
ど
要
す
る

救
急
医
療
機
関

・

・
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー

一
病
院
間
搬
送

口
電
話
相
談
事
業
等
）
の

状
況
、
自
治
体
立
病
院
等
の
小
児
科
に
関
す
る
医
療
資
源
の
集
約
化

コ
重
点
化

等
）

２
　
事
業
ご

と
に
配
慮
す
べ
き
事
項

（
一
）

救
急

医
療
に
お
い
て
、
生
命
に
か
か
わ
る
重
篤
な
救
急
患
者
ば

救
命
医
療

を
提
供
す

る
機
能
を
有
す
る
医
療
機
関

で
あ
る
高
度
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
を
医

療
計
画
に
明
示
す
る
場
合
に
は
、
広
範
囲
熱
傷
、
急
性
中
毒
等
の
特
殊
疾
病

の

う
ち
、
特

に
当
該
セ
ン
タ
ー
が
対
応
体
制
を
整
備
し
て
い
る
も
の
に

つ
い
て
記

載
す
る
必
要
が
あ
る
。
な
お
、
こ
の
場
合

に
お
い
て
は
、
当
該
都
道
府
県
内
の

セ
ン
タ
ー

に
限
ら
ず
、
広
域
的
に

対
応
す
る
隣
接
都
道
府
県
の
セ
ン
タ
ー
を
記

載
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

輌
０



精
神
科
救
急
医
療

に
つ
い
て
は
、
輪
番
制
に
よ
る
緊
急
時
に
お
け
る
適
切
な

医

療
及
び
保
護
の
機
会
を
確
保
す
る
た
め
の
機
能
、
重
度
の
症
状
を
呈
す
る
精
神

科
急
性
期
患
者
に
対
応
す
る
申
核
的
な
セ
ン
タ
ー
機
能
を
強
化
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。

産
科
合
併
症
以
外

の
合
併
症
を
有
す
る
母
体

に
対
す
る
救
急
医
療
に
つ
い
て

，

は
、
総
合
周
産
期

母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
等
に
よ
る
周
産
期
医
療
と
救
命
救
急
セ

ン
タ
ー
等
に
よ
る
救
急
医
療
と
の
連
携
体
制
を
確
保
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

（
二
）

救
急
医
療
や
災
害
時
に
お
け
る
医
療
に

つ
い
て
は
、
患
者
の
緊
急
度
、
重

症
度
等
に
応
じ
た
適
切
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。

こ
の
た
め
、
救
急
用
自
動
車

は
も
と
よ
り
、
ド
ク
タ
ー
カ
ー

（必
要
な
機
器
等
を
装
備
し
ヽ
医
師
等
が
同
乗
ず

る

こ
ど
に
よ
り
救
命
医
療
が
可
能
な
救
急
搬
送
車
両
を
い
う
。
）
、
消
防
防
災

ヘ

リ

コ
プ
タ
ー
を
含
む
救
急
患
者
搬
送
用
の
ヘ
リ

コ
プ
タ
ー
等
の
搬
送
手
段
を
活

用
す
る

こ
と
に
よ
り
救
急
医
療
の
確
保
を
図
る

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
の
際
、

今
般
、
救
急
医
療

用

ヘ
リ

コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
確
保
に
関
す
る
特

別
措
置
法

（平
成
十
九
年
法
律
第
百
三
号
）
が
成
立
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
地
域

の
実
情

に
応
じ
、
同
法
第

二
条
に
規
定
す
る
救
急
医
療
用

ヘ
リ

コ
プ
タ
ー
を
用

い
拓
こ
之
が
考ヽ
え
ら
れ
る
。
こ
の
場
合
、
同
法
第
五
条
第

一
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
医
療
計
画
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

こ
う
し
た

一
連
の
救
急
搬
送
と
救
急

医
療
の
連
携

の
確
保
に
当
た

つ
て
は
、

い

わ
ゆ
る
メ
デ

ィ
カ

ル

コ
ン
ト
ロ
＝

ル
体
制
の

一
層
の
充
実

口
強
化
を
図
る

こ
と

も
重
要
で
あ
る
。

（
三
）

離
島
や

へ
き
地
に
お
け
る
医
療
に

つ
い
て
は
、
医
師
等
の
個
人
の
努
力
に

依
存
す
る
の

で
は
な
く
、　
へ
き
地
保
健
医
療
対
策
に
基
づ
く
各
般
の
施
策
に
よ

る
充
実
が
必
要
で
あ
り
、
特
に
、
公
的
医
療
機
関
や
社
会
医
療
法
人
等
の
役
割

の
明
確
化
を
通
じ
、
医
師
等
の
継
続
的
な
派
遣
に
よ
る
支
援
体
制
の
確
立
等
に

努
め
る
。
ま
た
、
各
都
道
府
県
に
お
い
て
、
効
率
的
な
救̈
急
搬
送
体
制
が
確
保

さ
れ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

（
四
）

周
産
期
医
療
に
つ
い
て
は
、
地
域
め
助
産
師
の
活
用
を
図
り
、
診
療
所
や

助
産
所
等
と
リ
ス
ク
の
高
い
分
娩
を
扱
う
病
院
と
の
機
能
の
分
担
及
び
業
務
の

連
携
の
充
実
に
努
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
周
産
期
医
療
体
制
の

整
備
を
進
め
る
中
で
、
隣
接
都
道
府
県
と
の
連
携
体
制
を
必
要
に
応
じ
て
確
保

す
る
こ
と
や
、
産
科
合
併
症
以
外
の
合
併
症
を
有
す
る
母
体
に
適
切
に
対
応
す

る
た
め
の
救
急
医
療
と
の
連
携
体
制
を
確
保
す
る
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。
ま
た
、

２
８
反
新
生
児
集
中
治
療
室
）
退
院
後
の
未
熟
児
等
に
対
す
る
後
方
支
援
施
設
等

に
お
け
る
継
続
的
な
医
療
提
供
体
制
の
構
築
が
必
要
で
ぁ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
一

（五
）

小
児
医
療
に

っ
い
て
は
、
小
児
科

‐医
師
や
看
護
師
等
に
よ
る
小
児
救
急
電

話
相
談
事
業
等
に
よ
る
健
康
相
談
を
支
援
す
る
機
能
を
充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、

０
０



診
療
所
が
当
番
制
等
に
よ
り
初
期

の
小
児
救
急
医
療
を

二
十
四
時
間
体
制

で
担

う
こ
と
を̈
通
じ
て
、
拠
点
と
な
る
病
院
が
重
症

の
小
児
救
急
患
者
に
重
点
的
に

対
応
す
る

こ
と
を
可
能
と
す
る
体
制
を
構
築
す
る
手
と
が
必
要
で
あ
る
。

〓
一　
救
急
医
療
等
確
保
事
業
に
関
す
る
公
的
医
療
機
関
及
び
社
会
医
療
法
人
の
役

割
　
　
　
　
　
　
　
　
　
，

公
立
病
院
等
公
的
医
療
機
関
に
つ
い
て
は
、
そ
の
役
割
と
し
て
求
め
ら
れ
る
救

急
医
療
等
・確
保
事
業

（法
第
二
十
条

の
四
第

二
項
第
五
号
イ
か
ら

へ
ま
で
に
掲

げ
る
救
急

医
療
、
災
害
時
に
お
け
る
医
療
、　
へ
き
地
の
医
療
、
周
産
期
医
療
、

小
児
医
療

（小
児
救
急
医
療
を
含
む
。
）
、
都
道
府
県
知
事
が
当
該
都
道
府
県
に

お
け
る
疾
病

の
発
生
の
状
況
等
に
照
ら
し
て
特
に
必
要
と
認
め
る
医
療
）
に
係

る
業
務

の
実
施
状
況
を
病
院
ご
と
に
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
救
急
医
療
等

確
保
事
業

に
係
る
業
務
を
担
う
社
会
医
療
法
人
の
積
極
的
活
用
を
図
り
、
そ
の

活
用
状
況
も
併
せ
て
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

四
　
医
療
機
能
に
関
す
る
情
報
の
提
供
の
推
進
　
　
　
　
　
　
・

都
道
府
県
は
、
法
第
六
条
の
三
第

一
項
及
び
薬
事
法
第
八
条
の
二
第

一
項
を
通

じ
て
把
握

し
た
医
療
提
供
施
設
の
情
報
に
つ
い
て
ヽ
患
者
や
住
民
に
分
か
り
や

す
く
明
示
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、

さ
ら
に
、
都
道
府
県
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域

の
実
情

に
応
じ
て
、
任
意

の
情
報

の
把
握
の
方
法
や
よ
り
効
果
的
な
情
報
提
供

の
あ
り
方
等
を
検
討
す
る
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。

五
　
居
宅
等

に
お
け
る
医
療
の
確
保

看
取
り
の
体
制
を
含
め
た
居
宅
等

に
お
け
る
医
療
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
ヽ
か

か
り

つ
け
医
等
に
よ
り
ヽ
医
療
を
受
け
な
が
ら
の
居
宅
等
で
の
生
活
を
希
望
す
、

る
．患
者
及
び
家
族

に
対
し
適
切
な
情
報
提
供
が
な
さ
れ
る
こ
と
に
加
え
、
診
療

・

所
、
病
院
、
訪
間
看
護

ス
テ
ー
シ

ョ
ン
、
薬
局
等

の
相
互
間
の
機
能

の
分
担
と

業
務

の
連
携
の
状
況
を
医
療
計
画
に
明
示
す
る

こ
と
に
よ
り
、
地
域

の
住
民
に

情
報
提
供
が
な
さ
れ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

ま
た
、
療
養
病
床

の
再
編
成
も
踏
ま
え
、
保
健
医
療
サ
ー
ビ

ス
だ
け
で
な
ぐ
介

護
サ
ー
ビ

ス
も
含
め
た
地
域
の
ケ
ア
体
制
を
計
画
的
に
整
備
す
る
た
め
、
住
宅

政
策
と
の
連
携
を
図
り

つ
つ
、
療
養
病
床
の
円
滑
な
転
換
を
含
め
た
地
域
に
お

け
る
サ
ー
ビ

ス
の
整
備
や
退
院
時

の
相
談

・
支
援

の
充
実
等
に
努
め
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。

エハ
　
薬
局
の
役
割
　
　
　
「　
¨

薬
局
に

つ
い
て
は
、
医
療
提
供
施
設
と
し
て
、
四
疾
病
及
び
五
事
業
ご
と

の
医

療
連
携
体
制
の
中

で
、
調
剤
を
中
心
と
し
た
医
薬
品
や
医
療

日
衛
生
材
料
等

の

提
供
の
拠
点
と
し
て

の
役
割
を
担
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
都
道
府
県

に
お
い
て
、
薬
局

の
医
療
機
能
を
医
療
計
画
に
明
示
す
る
こ
と
に
よ
り
、
患
者

0



や
住
民
に
対
し
、
分
か
り
や
す
い
情
報
提
供

の
推
進
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ

ワ（）
。

七
　
医
療

の
安
全

の
確
保

都
道
府
県
、
保
健
所
を
設
置
す
る
市
及
び
特
別
区
は
、
医
療
提
供
施
設
が
講
じ

て
い
る
医
療
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
の
取
組

の
状
況
を
把
握
し
、
医
療
の
安

全
に
関
す
る
情
報

の
提
供
、
研
修

の
実
施
、
意
識
の
啓
発
等
に
関
し
、
必
要
な

措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
ま
た
、
医
療
安
全
支
援

セ

ン
タ
ー
を
設
置
し
、
住
民
の
身
近
な
地
域

に
お
い
て
、
患
者
又
は
そ
の
家
族
か

ら
の
医
療

に
関
す
る
苦
情

又
は
相
談
に
対
応
し
、
必
要
に
応
じ
て
当
該
医
療
提

供
施
設
に
対
し
て
、
必
要
な
助
言
を
行
う
等

の
体
制
を
構
築
す
る
よ
う
努
め
る

こ
ど
が
重
要
で
あ
る
。

第

五
　
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看
護
師
そ
の
他

の
医
療
従
事
者

の
確
保

に

関
す
る
基
本
的
な
事
項

一
　

医
療
従
事
者
の
確
保
に
関
す
る
基
本
的
考
え
方

医
師
＾
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看
護
師
等

の
医
療
従
事
者
に
つ
い
て
は
、
将
来

の
需
給
動
向
を
一見
通
し

つ
つ
養
成
を
進
め
、
適
正
な
供
給
数
を
確
保
す
る
と
と

も

に
、
地
域
的
な
偏
在
や
診
療
科
間
の
偏
在

へ
の
対
応
を
進
め
る
こ
と
が
必
要

で
あ
る
。

そ
の
際
、
医
療
提
供
施
設
相
互
間
に
お
け
る
医
療
連
携
体
制
を
構
築

す
る
取
組
自
体
が
偏
在
解
消

へ
の
対
策
に
な
る

こ
を
、
ま
た
、
都
道
府
県
が
中

心
と
な

っ
て
地
域
の
医
療
機
関

へ
医
師
を
派
遣
す
る
仕
組
み
を
再
構
築
す
る

こ

之
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
，
都
道
府
県
”に
お
い
て
は
、
法
第
二

十

条

の
十

二
第

一
項
に
基
づ
き
、
特
定
機
能
病
院
、
地

′
域
医
療
支
援
病
院
、
公
的

医
療
機
関
、
臨
床
研
修
病
院
、
診
療
に
関
す
る
学
識
経
験
者
の
団
体
．、
社
会
医

療
法
人
等

の
参
画
を
得
て
、
医
療
従
事
者

の
確
保
に
関
す
る
事
項
に
関
し
必
要

な
施
策
を
定
め
る
た
め
の
協
議
を
行
い
、
そ
こ
で
定
め
た
施
策
を
公
表
し
実
施

し
て
い
く

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

二
　
医
療
従
事
者
の
資
質
向
上
に
関
す
る
基
本
的
考
え
方

医
師
に

つ
い
て
は
、
臨
床
研
修
の
必
修
化
を
通
じ
、
す
べ
て
の
医
師
が
，
医
師

と
ｔ
て
の
人
格
を
か
ん
養
し
、
患
者
と
の
良
好
な
信
頼
関
係
あ

下
に
患
者
を
全

人
的
に
診
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
基
本
的
な
診
療
能
力
を
身
に
つ
け
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。

歯
科
医
師

に
つ
い
て
は
、
臨
床
研
修

の
必
修
化
を
通
じ
、
す
べ
て
の
歯
科
医
師

が
、
歯
科
医
師
と
し
て
の
人
格
を
か
ん
養

し
、
総
合
的
な
歯
科
診
療
能
力
を
身

に

つ
け
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

薬
剤
師

に

つ
い
て
は
、
医
療

の
高
度
化
Ｌ

専
門
化
に
対
応
す
る
た
め
、
よ
り
高

度
な
知
識
と
技
術
を
有
す
る
薬
剤
師

の
養
成
強
化
を
含
め
、
継
続
的
な
資
質
向

上
に
努
め
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
薬
学
教
育
に
お

い
て
、
医
療
機
関

0
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や
薬
局

の
協
力
の
下
、
充
実
し
た
実
務
実
習
を
行
う

こ
と
等
を
通
じ
て
、
臨
床

に
係
る
実
践
的
な
能
力
を
培
う

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

看
護
師
等
に
つ
い
て
は
、
看
護
基
礎
教
育
に
お
い
て
、
医
療
機
関
、
訪
問
看
護

ス
テ
ト
シ

ョ
ン
、
行
政
機
関
等

の
協
力
の
下
、
充
実
し
た
臨
地
実
習
を
行
う

こ

と
等
を
通
じ
て
、
実
践
能
力
を
培
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
医
療
の
高

度
化
と
専
門
化
に
対
応
す
る
だ

め
、
よ
り
高
度
な
知
識
と
技
術
を
有
す
る
看
護

師
等

の
養
成
強
化
と
と
も
に
、
新
卒
者
に
対
す
る
研
修
を
含
め
、
継
続
的
な
資

質
の
向
上
に
努
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

・

医
師
等
他
の
医
療
従
事
者

の
負
担
軽
減
に
向
け
専
門
業
務
に
可
能
な
限
り
特

化
で
き
る
よ
う
病
院
全
体

で
適
切
に
支
援

で
き
る
体
制
を
整
備
す
る
た
め
い
事

務
職
員
を
含
め
た
職
員
全
体

の
資
質
の
向
上
を
図
る

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

第
六
　
医
療
計
画
の
作
成
及
び

医
療
計
画
に
基
づ
く
事
業
の
実
施
状
況
の
評
価
に

関
す
る
基
本
的
な
事
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．

一
　

医
療
計
画
の
作
成
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項

都
道
府
県
の
医
療
計
画
の
作
成
に
当
た

っ
て
は
、
犀
雪

一　
医
療
提
供
体
制
の

確
保

に
関
す
る
調
査
及
び
研
究
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項
」
の
観
点
を
踏
ま
え

た
医
療
機
能
調
査
を
通
じ
て
把
握
さ
れ
る
情
報
を
基
礎
と
し
て
行
う
必
要
が
あ

フハツ
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
い　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

四
疾
病
及
び
五
事
業
に
係
る
数
値
目
標
に

つ
い
て
は
、
都
道
府
県
に
お
い
て
、

「
第

三
　
医
療
提
供
体
制

の
確
保
に
係
る
目
標
に
潤
す
る
事
項
」
で
示
し
た
方

・針
に
即
し
て
（
か

つ
、
評
価
可
能
な
具
体
的
な
も
の
と
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ

ワ（ν
。四

疾

病

及
び

五
事
業

に
係

る

医
療
連
携
体

制

に

つ
い

て
は

、
都
道

府

県
に
お

い

て
、

「
第

四
　

医
療
提
供
施

設
相

互
間

の
機

能

の
分

担

及
び

業
務

の
連

携
並
び

に
医
療
を
受
け
る
者
に
対
す
る
医
療
機
能
に
関
す
る
情
報

の
提
供
の
推
進
に
関

す
る
基
本
的
な
事
項
」
で
示
し
た
方
針
に
即
し
て
、
か
う
、
患
者
や
住
民
に
分

か
り
や
す

い
具
体
的
な
も

の
と
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

「
第
五
　
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看ヽ
護
師
そ

の
他

の
医
療
従
事
者
の
確

保
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項
」
に
即
し
て
、
具
体
的
な
施
策
を
明
示
す
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。

基
準
病
床
数
の
算
定
に
お

い
て
は
、
医
療
圏
に
潤
す
る
考
え
方
は
従
来
と
変
わ

る
も

の
で
は
な
い
が
、
四
疾
病
及
び
五
事
業
に
係
る
医
療
提
供
体
制

の
確
保
に

お
ド
て
は
、
従
来

の
二
次
医
療
圏
ご
と
の
計
画
で
は
な
く
、
地
域
の
実
情
に
応

じ
た
計
画
を
作
成
ず
る
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
際
、
既
存
の
医

療
提
供
施
設

の
医
療
機
能
を
明
確
に
患
者
や
住
民
に
示
す

こ
と
―こ
重
点
を
置
ぐ

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

二
　
事
業
の
実
施
状
況
の
評
価
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項

Ｏ
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事

業

の
実

施
状

況

に
関

す

る
評
価

に

つ
い

て
は
、
都

道
府

県
は
、
設
定

し

た
数

値

目
標

を
基

に
、

事
業

の
達
成
状

況
を
検

証

す
る

こ
と

に
よ
り
、
次

の
医
療
計

画

の
見
直

し

に
反
映
さ

せ

る

こ
と

が
一求
め

ら
れ
る
。　
・

第

七
　

そ

の
他

医
療
提

供

体

制

の
確

保

に
関

す

る
重
要

事

項

医
療
計

画

及
び

そ
れ

に
基
づ

く
具

体
的

な
施

策
を
定

め

る

に
当
た

っ
て
は
、
健

康
増
進
法

（平
成
十
四
年
法
律
第
百
三
号
）
等
医
療
関
係
各
法
や
障
害
者
自
立
支

援
法

（平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十

三
号
）
等

の
規
定
及
び
以
下
の
方
針
等
に
配

慮
し
て
定
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

１
　
新
健
康

フ
ロ
ン
テ
イ
ア
戦
略

２
　

一
一
十

一
世
紀
に
お
け
る
国
民
健
康
づ
く
，り
運
動

（健
康
日
本
二
十

一
）
及
び
そ

の
地
方
計
画

３
　
が
ん
対
策
基
本
法

（平
成
十
八
年
法
律
第
九
十
八
号
）
に
定
め
る
が
ん
対
策
推

進
基
本
計
画
及
び
都
道
府
県
が
ん
対
策
推
進
計
画

４
　
健
康
増
進
法
に
定
め
る
基
本
方
針
及
び
都
道
府
県
健
康
増
進
計
画

５
　
介
護
保
険
法

（平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
に
定
め
る
基
本
指
針
及
び
都

道
府
県
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画

６
　
療
養
病
床
の
再
編
成
に
当
た
り
国
が
示
す
指
針
及
び
そ
れ
に
沿

っ
て
各
都
道

府
県

で
定
め
る
構
想
等

７
　
障
害
者
自
立
支
援
法
に
定
め
る
基
本
指
針
及
び
都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画

８
　
高
齢
者
の
医
療
の
確
保

に
関
す
る
法
律

（昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
）
に

定
め
る
医
療
費
適

正
化
基
本
方
針
及
び
都
道
府
県
医
療
費
適
正
化
計
画

改
正
文
　
（平
成

一
九
年

一
一
月
六
日
厚
生
労
働
省
告

示
第
三
七
五
号
）

抄

平
成
十
九
年
十

一
月
六
日
か
ら
適

用
す
る
。
　
　
　
―

改
正
文
　
（平
成

二
二
年

一
月

二
六
日
厚
生
労
働
省
告

示
第

二
八
号
）

・抄

平
成

二
十

二
年

一
月
二
十
六
日
か
ら
適
用
す
る
。

０
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資料 5-3

０
輌

医療計画作成キ旨針
‐ :

(平成19年医政局長通知)



各都道府県知事 殿

厚生労fJ」省医政局長

医 療 計 画 に つ ぃ、て

平成 18年 6月 21日 付けで公布された良質な医療を提供する体制の確立を図るための

医療法等のデ部を改正する法律 (平成 18年法律第 84号。以下「改正法」という。)に よ

り、医療法 (昭和 23年法律第 205号 )の ~部が改正され、このうち、改正後の医療法
(以下「法」という。)における医療計画に関する規定については、本年 4月 1日 から施行

されたところである。

これに伴い、医療法施行令等の一部を改正する政令 (平成 19年政令第 9号)が本年 1

月 19日 付けで、医療法施行規則の一部を改正する省令 (平成 19年厚生労lJl省令第39
号)が木年 3月 30日 付けで公布され、本年 4月 1日 から施行されたところである。

また、法第 30条の3第 1項の規定に基づき、医療提供体制の確保に関する基本方針 (平

成 19年厚生労lJJ省告示第 70号。以下「基本方針」という。)が t本年 3月 30日 に告示

され、本年 4月 1日 から適用されたところである。

本改正においては、医療計画制度の中で医療機能の分化・連携を推進することを通じて、

地域において切れ目のない医療の提供を実現することによ、り、良質かつ適切な医療を効率

的に提供する体制を構築し、国民の医療に対する安心、信頼の確保を図ることを目的とし

て、所要の改正が行われたものである。

具体的には、厚生労働大臣が医療提供体制の確保に関する基本方針を定め、都道府県は

その基本方針に即して、かつ、それぞれの地域の実情に応じて医療計画を定めること、医

療計画の記載事項として、これまでの基準病床数に関する事項等に加え、新たに、がん、

脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病に係る治療又は予防に関する事項、救急医療、災害時に

おける医療、へき地の医療、周産期医療及び小児医療 1/1ヽ児救急医療を含む。)の確保に必

要な事業に関する事項、さらに、これらの疾病及び事業に係る医療提供施設相互の医療連

携体制に関する事項が定められるなど、医療計画の見直しを通じて、患者本位の、かつ、

安全で質が高く、効率的な医療提供体制の確保を図るために必要な改正が行われたところ

である。

新たな医療計画の見直しについては、平成 20年 4月 からの適用を目指していることか

ら、都道府県においては、前述の趣旨にのらとり、下記の事項に留意の上、作成の趣旨、

内容の周知徹底を図り、その達成の推進に遺憾なきを期されたい。

なお、平成 10年 6月 1日 健政発第 689号健康政策局長通知「医療計画について」及
び昭和 62年 2月 23日 健政計第 9号健康政策局計画課長通知 「医療計画に係る報告等に

ついて」は廃止する。

両G

l 医療計画の作成について                       1
医療計画の作成に当たっては、別紙「医療計画作成指針」を参考として、基本方針に

即して、かつ、医療提供体制の現状、今後の医療需要の推移等地域の実情に応じて、関

係者の意見を十分踏まえた上で行なうこと。

また、法改正に伴う医療計画制度の改正の要点は、平成 19年 3月 3o日付け医政発
第0330010号 本職通知「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等
の

「

部を改正する法律の一部の施行について」の「第 5の 2 医療計画について」にお
いて示しているので(参照すること。

2 医療連携体制について
(1)法第 30条の4第 2項において、医療計画の記載事項として、新たに、がん、脳卒
中、急性心筋梗塞及び糖尿病の4疾病並びに救急医療、災害時における医療、へき地
の医療、周産期医療及び小児医療 (小児救急医療を含む。)の 5事業 (以下「4疾病及
び5事業」という。)が追加となり、4疾病及び 5事業に係る医療提供施設相互間の機

能の分担及び業務の連携を確保するための体制 (以下「医療連携体制」という。)に関

する事項を医療計画に定めることとされたこと。

また、4疾病及び 5事業については、地域の実情に応じて数値目標を定め、調査、

分析及び評価を行い、必要があるときは変更することとされているが、これは医療機

能に関する情報提供等とともに、住民にわかりやすい医療計画とし、より実効性を高
.め るために政策循環の機能がfJ」 く仕組みが組み込まれたことに留意すること:
(2)法第 30条の4第 3項において医療計画に4疾病及び 5事業に係る医療連携体制を
定めるに当たっては、次の事項に配慮しなければならないとされたこと。

① 疾病又は事業ごとに医療連携体制の具体的な方策を定めること。
② 医療連携体制の構築の内容が、患者が退院後においても継続的に適切な医療を受
けることができることを確保するものであること。

③ 医療提供施設及び居宅等において提供される保健医療サ∵ビスと福祉サービスと
の連携を含むものであること。

④ 医療連携体制が、医師、歯科医師、薬斉1師、看護師その他の医療従事者、介護サ
ービス事業者、住民その他の関係者による協議を経て構築されること。

また、具体的には、医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を推進する観

点から、特に次の事項を念頭において、協議するよう留言されたい。 |
① 患者の内、居宅等で暮らし続けたいと希望する者が可能な恨り早期に居宅等での
生活に復帰し、退院後においても継続的に適切な医療を受けることを可能とし、居

宅等における医療の充実による生活の質の向上を目指すものであること。

② 診療所相互間、診療所と病院間、病院相互間 (周産期医療においては助産所を含
む。)、 さらにはこれらの施設と調剤を実施する薬局との医療機能の分担及び業務の
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連携にようて、通常の診療時間外においても患者スはその家族からの求めに応じて、

居宅等医療、救急医療など必要な医療の提供ができること。

③ 患者の緊急度、重症度等に応じた適切な対応を図ることが重要であるため、病院
前救護体制や消防機関との連携 (病院間搬送を含む。)、 さらには、生命にかかわる

重篤な患者を円滑に救命救急センタニヘ搬送する体制の確保など、救急搬送体制に

おける連携を一層推進すること。

④ 疾病又は事業ごとの医療連携体Fllについては、必ずしも従来の二次医療圏ごとの
計画ではなく、地域の実情に応じた圏域ごとの計画を作成することに留意する必要

があること。その際、原則として医療提供施設の医療機能や名称を患者や住民に明

示すること。

これらの医療連携体市」の構築を通じて、各都道府県において充実すべき医療機能

が明確になり、その後の対策の検討に資することとなること。

3 居宅等における医療の確保等の記載事項について
(1)法第 30条の4第 2項第 6号の居宅等における医療の確保について定めるときは、
当該医療におけるそれぞれの機能分類に即して、地域の医療提供施設の医療機能を計

画的に明示すること。

また、以下の目的を達成するために患者を中心とした居宅等における医療について

の地域の医療提供体制の確保状況、その連携状況及び患者急変時等の支援体制を明示

すること。

① 患者自身が疾病等により通院困難な状態になつても、最後まで居宅等で必要な医
療を受けられるために、地域にどのような診療所、病院、訪間看護ステーション、

調斉Jを実施する薬局等が存在し、かつ、どのような連携体制を組んでいるのか、ま

た、患者の状態等に応じて適切な他の医療提供者等にどのように紹介するのかなど

の仕組みがわかりやすく理解できること。                  |
② 適切な療養環境を確保し、虚弱な状態になっても最後まで居宅等で暮らし続けた
いと希望する住民や忠者が安心感をもてるようにすること。

③ 医薬品の提供拠点としての調剤を実施する薬局の機能を活用するために、居宅等
への医薬品等の提供体制を明示すること。

(2)法第 30条の4第 2項第 7号の医療従事者の確保については、医師、歯科医師、薬
斉J師、看護師等の医療従事者について、将来の需給動向を見通しつつ養成を進め、適

正な供給数を確保するとともに、地域的な偏在や診療科間の偏在への対応を進める必

'要があること。

その際、医療提供施設相互間における連携体制を構築する取組自体が偏在ll17消への

対策になることや、都道府県が中心となつて地域の医療機関へ医師を派遣する仕組み

を再構築することが求められていること。

これらを踏まえ、都道府県においては、法第 30条の12第 1項に基づき、地域医
療対策協議会の活用等により医療従事者の確保に関する事項に関し必要な施策を定め

るための協議を行い、そこで定めた施策を医療計画に記載するととも
'に
、公表し実施

していくことが必要であること。  '

(3)法第30条の4第 2票第8号の医療の安全の確保については、地域の住民や患者が
わかりやすく理解できるよう医療計画に記載すること。
その際、都道府県は、保178所 を設置する市及び特別区の協力のもと:医療提供施設
IFおける医療安全を確保するための取組状況を担握し、都道府県が講ずる医療安全に

関する情報の提供、研修の実施、意識の啓発等の現状及びその目1票 を計画に明示する

こと。

また、住民の身近な地域において、患者又はその家族からの医療に関する苦情、相

談に対応し、必要に応じて医療提供施設に対して必要な助言を行う体制等を構築する

ため、都道府県における医療安全支援センターの設置状況及びその目1票につ、いても計

画に明示すること。

(4)法第 30条の 4第 2項第 9号の地域医療支援病院の整備の日標その他医療機能を考
慮した医療提供施設の整備の目標に関する事項として、特定の病院等が果たすべき機
能について医療計画に記載する場合には、事前にその開設者と十分な言見調整を行う

ものとすること。                        |

4 基準病床数及び特定の病床等に係る特例について
(1)医療計画に基づく基準病床数の算定は、病院の病床及び診療所の病床 (以下「病院
の病床等」という。)に対して行うものであること。         | ｀

なお、基準病床数及び区域の設定については、厚生労10J省令で定める標準により実

施すること。これは、病院の病床等の適正配置を図るためにはt全都道府県において
統丁的に実施しなければ実効を期しがたいからであること。

(2)精神病床、結核病床及び感染症病床に係る基準病床数については、法第30条の4
第 2項第 11号の区域が 1都道府県において 2以上設定された場合においても、当該
都道府県全体について定めるものであること。            

イ

(3)療養病床及び一般病床の基準病床数については、当該都道府県の病床数が少ないた
めに他の区域の病院に入院している場合があると考えられることから、規則第30条
の30第 1号後段の規定により、都道府県外への流出入院患著数から都道府県内への
流入入院患者数を控除した数の3分の1を限度として、それぞれの区域にふりわけて
加算を行うことができること。

また、精神病床に係る基準病床数にらぃては、規則第 30条の30第 2号後段の規
定により、都道府県外への流出入院患者数の3分の1を限度として/」n算を行うことが

できること。

(4)各区域における入防患者の流出入数の算出に当たって病院に対し特に報告の提出を
求める場合には、医療計画作成の趣旨等を調査対象となる病院に十分説明の上(円滑
な事務処理が行われるよう配慮すること。

(5)法第 30条の4第 5項及び第 6項における特例は、大規模な都市開発等により急激
な人口の増加が見込まれ、現在人口により病床数を算定することが不適当である場合、

特殊な疾病にり患する者が異常に多い場合等病床に対する特別の需要があると認めら
れる場合に行うものとすること。

(6)法第30条の4第 7項の規定により特定の病床に係る特例の対象となる病院の病床
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等が定められたが、これは、特に今後各区域において整備する必要があるものに限り、

各区域において基準病床数を超える病床が存在する等の場合でも必要に応じ例外的に

整備できるものとしたものであること。              .
この場合において、特例の対象とされる数は、当該中請に係る病床と機能及び性格

を同じくする既存の病床数等を勘案し、必要最小限とすること。

なお、これらの特例の対象となった病床については、既存病床数として算定するも

のであること。

(7)法第 30条の4第 5項、第 6項及び第 7項による特例については、都導府県医療脊
議会に諮ること。             1
この場合、特例としての取扱いを必要とする理由及び特例としての取扱いをしよう

とする病床数の算定根拠を明らかにして当該都道府県医療審議会の意見を聴くものと

すること。                             .
また、前記の規定に基づき、特例としての取扱いを受ける数について厚生労101大臣

に協議するときは、特例としての取扱いを必要とする理由及び特例としての取扱いを

しようとする病床数の算定根拠等を記載した申請書 (別紙様式 1、 2)に当該都道府
県医療審議会の意見を附すること。   ~          .

5 既存病床数及び申請病床数について
(1)規則第 30条の 33第 1項第 1号により国の開設する病院又は診療所であって宮内

庁、防衛省等の所告するもの、特定の事務所若しくは事業所の従業員及びその家族の

診療のみを行う病院又は診療所等の病床について、既存病床数及び当該申請に係る病

床数の算定に当たり、当該病床の利用者のうち、職 (隊)員及びその家族以外の者、

従業員及びその家族以外の者等の部外者が占める率による補正を行うこととしたのは、

それらの病院又は診療所の病床については部外者が利用している部分を除いては、一

般住民に対する医療を行つているとはいえないからであること。

なお、当該病院又は当該診療所の開設許可の申請があったときは、その開設の目的

につき十分審査するものとすること。また、開設の目的につき変更の中請があつたと

きも同様とすること。

(2)放射線治療病室の病床については、専ら治療を行うために用いられる病床であるこ

とから、これを既存病床数及び当該申請に係る病床数として算定しないものとするこ

と。

無菌病室、
1集中治療室 (IcU)及び′い臓病専用病室 (CCU)の病床については、

専ら当該の病生の病床に収容された者が利用する他の病床が同一病院又は診療所 (以

下「病院等」という。)内に別途確保されているものは、病床数として算定しないもの

とすること。なお、無菌病室、 ICU及びCCUの病床数のうち、既存病床数及び当
該申請に係る病床数として算定しないものの数を決定するに当たつては、当該病院等

及び当該病院等と機能及び性格を同じくする病院等の病床利用の実績等を考慮するも

のとすること。

(3)国立及び国立以外のハンセン病療養所である病院の病床については、既存の病床数
に算定しないこと。

(4)心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律 (平
成 15年法律第 110号 )第 16条第 1項の規定により厚生労働大臣の指定を受けた
指定入院医療機関である病院の病床 (同法第 42条第 1項第 1号又は第 61条第 1項
第 1号の決定を受けた者に対する同法による入院による医療に係るものに限る。)につ

いては(既存の病床数に算定しないこと。    _
(5)診療所の一般病床のうち、改正法附則第 3条第 3項に定める「特定病床」について
は、別途政令で定める日までの間、既存の病床数に算定しないことし   ´
(6)診療所の一般病床について、規則第 1条の 14第 7項第 1号から第 3号までに該当
する診療所として都道府県医療審議会の議を経たときは、都道府県知事への許可申請

の代わりに届出により病床が設置されることとなるが、既存病床数の算定に当たって

は当該届出病床も含めて算定を行うこと。      ´

6 医療計画の作成手順等について
(1)法第 30条の 4第 8項の「医療と密接な関連を有する施策」とは、基本方針の「第
7 その他医療提供体制の確保に関する重要事項」に掲げる方針等が該当すること。
(2)法第 30条の4第 9項の規定において、都道府県は医療計画を作成するに当たり、
都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし必要があると認めると

きは、関係都道府県と連絡調整を行うものとされたこと:  1  ・
これは、 4疾病及び 5事業に係る医療連携体制の構築など事業の内容によっては、

より広域的な対応が求められることから、都道府県内における自己完結にこだわるこ

となく、当該都道府県の境界周辺の地域における医療を確保するために、必要に応じ

て隣接県等との連携を図ることが求められたものである。

(3)法第 30条の4第 10項の「診療又は調斉」に関する学識経験者の団体」としてはt
都道府県の区域を単位として設立された社団法人である医師会、歯科医師会及び薬斉」

師会が考えられること。

(4)改正法附則第 7条の規定により、従前の医療計画は改正法の規定により定められた
医療計画とみなされるが、できるだけ平成 20年 4月 からの実施を目指し改正法に基
づく医療計画を作成する必要があること。                ´

ただし、基準病床に関する事項など従来の取扱と変更がない医療計画の記載事項に

ついては、この限りでないこと。

なお、 4疾病及び 5事業に係る医療連携体制にういては、平成 20年 4月 から適用
することとしているが、都道府県において地域の実情を踏まえて構築する必要がある

ことから、疾病又は事業ごとに取組が必要である又は可能である分野・領域から、順

次、医療連携体制を構築することとして差し支えないこと。

(5)法第 30条の 4第 11項の規定における医療計画の変更とは、法第 30条の 6の規
定に基づく変更をいうものであり、例えば、疾病又は事業ごとの医療連携 fA‐制におい

て、医療機能を担う医療提供施設を変更する場合などは、この規定に基づく医療計画

の変更には当たらないこと

7 医療計画の推進について
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(1)法第 30条の 7第 1項の規定において、医療提供施設の開設者及び管理者は、医療
計画の達成の推進に資するため、医療連携体制の構築のために必要な協力をするよう

努めるものとされたこと。また、同条第 2項の規定において、病院又は診療所の管理

者は居宅等において医療を提供し、又は福祉サービスとの連携を図りつつ、必要な支

援を行うよう努めるものとされたこと。

(2)法第 30条の 7第 3項の規定に基づく病院の開放化については、単に病床や医療機
器の共同利用にとどまらず、当該病院に勤務しない地域の医師等の参加による症例の

研究会や研修会の開催までを含めた広義のものであること。

また、医療計画の推進を図るに当たっては、大学における医学又は歯学に関する教

育又は研究に支障を来さないよう十分配慮すること。なお、同項の「当該病院の医療

業務」には、大学附属病院における当該大学の教育又は研究が含まれること。

(3)法第 30条の 9の規定に基づく国庫補助については、医療計画の達成を推進するた
めに、医療計画の内容を考慮しつつ行 うこととしていること。     :
(4)医療計画の推進の見地から、病院の開設等が法第 30条の 11の規定に基づく勧告
の対象とされた場合においては、独立行政法人福祉医療機構の融資を行わないことと

していること。

8 都道府県知事の勧告について‐             1
(1)法第 30条の 11の 「医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合」とは、原
則として法第 7条の 2第 1項各号に掲げる者以外の者が、病院の開設又は病院の病床

数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の申請をした場合、又は診療所の病床の設

置若しくは診療所の′病床数の増加の許可の申請をした場合において、その病床の種別

に応じ、その病院又11診療所の所在地を含む摯第 3o条の4第 2項第 10号の区域 (以
下「二次医療圏」という。)又は都道府県の区域における既存の病床数が、医療計画に

定める当該区域の基準病床数に既に達している場合又はその病院又は診療所の開設等

によって当該基準病床数を超えることとなる場合をいうものであること。

また、「病院の開設若しくは病院の病床数の増カロ若しくは病床の種別の変更又は診療

所の病床の設置若しくは診療所の病床数の増力1に関して勧告する」とは、それぞれの

行為の中止又はそれぞれの行為に係る申請病床数の削減を勧告することをいうもので

あること。なお、都道府県知事は、勧告を行 うに先立ち、病院又は診療所を開設しよ

うとする者に対し、可能な限り、他の区域における病院又は診療所の開設等について、

助言を行うことが望ましいものであること。

(2)法第 30条の 11の規定に基づく勧告は、第 7条の許可又は不許可の処分が行われ
るまでの間に行 うものであること。

(3)精神病床、結核病床及び感染症病床については、都道府県の区域ごとに基準病床数 ´

を算定することとされているが、これらの病床が都道府県の一部に偏在している場合

であって、開設の中請等があつた病院の所在地を含む二次医療圏及びこれと境界を接

する他の二次医療圏 (他の都道府県の区域内に設定された二次医療圏を含む。)の内に

その申請に係る種別の病床がないときは、当該都道府県の区域における病院の病床数

が医療計画に定める当該区域の基準病床数に既に達している等の場合であっても勧告

|

の対象としないことが適当と考えられること。なお、その際には都道府県医療審議会
の意見を聴くこと。                :
(4)病院又は診療所の開設者に変更があった場合であっても、その前後で病床の種別ご
との病床数が増加されないときは、勧告は行わないこと6        ,
(5)病院又は診療所が移1云する場合であっても、その前後で、その病院又は診療所が存
在する二次医療圏内の療養病床及び一般病床の数並びに都道府県内め精神病床、結核

病床又は感染症病床の数が増カロされない|きは、勧告は行わないこと。   |
なお、特定病床を有する診療所が移転する場合、その診療所が存在する二次医療圏
内の既存病床数は当該特定病床分増加することとなるが、移岬の前後で病床の種別ご

との病床数が増加されないときは、勧告は行わないものとする。   |
(6)病院を開設している者がその病院を廃上し、当該病院を開設していた場所において
診療所の病床を設置する場合であっても、その診療所が存在する二次医療圏内の療養
病床及び一般病末の数が増加されないときは、勧告は行わないこと。

(7'国 (独立行政法人放射穆医学総合研究所、独立行政法人航海訓練所、独立行政法人
労lJl者健康福祉機構、独立行政法人国立病院機構、日本郵政公社及び国立大学法人を

含む。以下同じb)の開設する病院ズは診療所については、法第 6条に基づく医療法施
行令 (昭和 23年政令第 326号 )第 3条の規定により、,法第 30条の 11の規定は
適用されないことし

なお、国が病院を開設し、又はその開設した病院につき病床数を増力Rさせ若しくは

病床の種別を変更しようとするときは「医療法の一部を改主する法律の施行に伴う国

ρ開設する病院の取扱いについて」(昭和 39年 3月 19日 閣議決定)又は法第 7えの
｀
2第 7項の規定に基づき、主務大臣等は、あらかじめ、その計画に関し、厚生労働大
臣に協議等をするものとされていること。

この場合において、当職から関係都道府県知事に速やかにその旨及びその概要を通

知するとともに、当該計画の審査をするために必要な資料及び医療計画の達成の推進
を図る観点からの意見の提出を求めるものとすること。
また、当該計画に係る病院の開設等の承認の申請があったとき及びこれに承認を与
えたときは、当職から関係都道府県知事に通知するものとすること。

(8)医育機関に附属する病院を開設しようとする者又は医育機関に附属する病院のOll設
者若しくは管理者に対して勧告しようとするときは〔大学における医学又は歯学に関
する教育研究に係る立場から、意見を述べる機会を与えることが望ましいものである
こと。

(9)診療所の一般病床の設置について、規則第 1条の14第 7項第 1号から第 3号まで
に該当する次の診療所のいずれかとして都道府県医療審議会の議を経た場合は、都道

府県知事への許可申請の代わりに届出により病床が設置されることとなるため、勧告
の対象とならないこと。 `
なお、「医療計画に記載される診療所」については、平成 18年 12月 27日 医政発
第122701ク 号医政局長通知「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医
療法等の一部を改正する法律の一部の施行について」における留意事項を参Л照された
い 。
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① 居宅等における医療の提供の推進のために必要な診療所として医療計画に記載さ
れ、又は記載されることが見込まれる診療所

② へき地に設置される診療所として医療計画に記載され、又は記載されることが見
込まれる診療所

③ ①及び②に掲げる診療所のほか(例えば、周産期医療:ガ 児ヽ医療等地域において
良質かつ適ヮな医療が提供されるために特に必要な診療所として医療言t画ヽ記載さ

れ、又は記載されることが見込まれる診療所

(10)次に掲げる病床について、平成 19年 1月 1日 以後に一般病床の設置の許可を受け

る場合は、勧告の対象としないこと。

① 平成 19年 1月 1日 前において、法第 7条第 1項又は第 2項の規定により行われ
ている診療所の開設の許可又は病床数の変更の許可の申請に係る診療所の療養病床

以外の病床

② 平成 19年 1月 1日 前において、建築基準法第 6条第 1項 (同拷第 87条第 1項
において準用する場合を含む。)の規定により、同法第4条の建築主事が受理してv｀

る確認の申請書に係る診療所の療養病床以外の病床

9 公的性格を有する病院の開設等の規制について
法第 30条の4第 12頂 の規定により医療計画が公示された日以降にゃける法第 7条
の 2第 1項各号に掲げるものが開設する公的性格を有する病院の開設等の規制は、当該

医療計画に定める区域及び基準病床数を基準として行われるものであること。

(別紙)                         .
医療計画作成指針
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は じめに

都道府県は、厚生労lJl大臣が定める医療提供体制の確保に関する基本方針 (平成 19年
厚生労lJJ省告示第 70号。以下「基本方針」という。)に即して、かつ、地域の実情に応じ
て、当該都道府県における医療計画を定めることとされているが、医療計画の作成の手法

その他重要な技術的事項については、厚生労働大臣が都道府県に対し必要な助言をするこ

とができることとされている。本指針は、そのような事項にういて都道府県の参考となる

ものを手引きの形で示したものである。                     .

第 1 医療計画作成の趣旨

我が国の医療提供体制については,国民の健康を確保し、国民が安心して生活を送る
ための重要な基盤となっている。一方で、高齢化の進行や医療技術の進歩、国民の意識

の変化など、医療を取り巻く環境が大きく変わる中、誰もが安心して医療を受けること

ができる環境の整備が求められている。

特に、人口の急速な高齢化が進む中:がん、脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病の4疾

病 (以下「4疾病」というし)を含む生活習慣病については、生活の質の向上を実現する

ため、これらに対応した医療提供体制の構築が求められている。

さらには、地域医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医療、

へき地の医療t周産期医療及び小児医療 (小児救急を含む。)の 5事業 (以下「5事業」
という。)についても、これらに対応した医療提供体制の構築により、住民や患者が安心

して医療を受けられるようにすることが求められている。

このような状況を踏まえ、国民の医療に対する安心く信頼を確保し、質の高い医療サ

=ビスが適切に提供される医療提供体制を確立するため、患者の視点に立った制度全般
にわたる改革の一環として、医療計画制度の見直しが行われたものである

`

具体的には、限られた医療資源を有効に活用し、効率的で質の高い医療を実現するた

めには、地域の医療機能の適切な分化・連携を進め、切れ目ない医療が受けられるよう

な体制を各地域に構築するとともに、どの医療機関でどのような医療が提供されるのか
′

患者や地域住民に(わかりやすく伝えるなど情報提供の推進を図ることとされた。

このため、都道府県においては、4疾病及び5事業について、それぞれに求められる

医療機能を明確にした上で、地域の医療関係者等の協力の下に、医療機関が機能を分担

及び連携することにより、切れ目なく医療を提供する体制 (以下「医療連携体制」とい

う。)を構築することが必要である。

カロえて、都道府界は、構築した地域の医療連携体制をわかりやすく示すことにより、

l     i

住民や患者が地域の医療機能を理解し、病期に適した質の高い医療を受けられるように

なる体制を構築することが必要である。

今般の医療計画制度の見直しは、これら医療連携体制の構築を中心とした医療計画を

作成するとともに、具体的な数値日標の設定及び評価により改善を図ることのできる医

療計画を作成することにより、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制を確保する

ためのものである。

なお、医療訓・画の作成に際し、医療や行政の関係者にカロえ、患者や住民が医療の現状

について共通の認識を持ち、一体となって課題の解決に向け、協議・検討を行うことは

今後の医療の進展に本きな意義を有するものである。     |      |

第 2 医療計画作成に当たっての=般的留意事項

1 医療計画作成等に係る法定手

医療計画の作成等に関しては、医療法 (昭和 23年法律第 205号。1以下「法」と
いう。)に基づく次の手続きが必要である。             |

(1)医療計画を作成するに当たり、都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の
実情に照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行うものとす

る。                                       _

(2)医療計画を作成するため、都道府県の区域を単位として設置された医師会、歯科
医師会、薬剤師会等診療又は調剤に関する学識経験者の団体の意見を聴く。

(3)医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、市町村 (救急業務
を処理する一部事務組合及び広域連合を含む。)の意見を聴く。

(4)医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議
会の意見を聴く。

(5)医療計画を定め、変更したときは、遅滞なく厚生労働大臣に提出するとともにそ
の内容を公示する。

(6)医療計画を作成し、事業を実施するために必要がある場合は、市町村、官公署、
医療保険者、医療提供施設の開設者又は管理者に対して、医療機能に関する情報等

必要な情報提供を求めることができる。
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法第 30条の4第 2項に基づく次の事項にういては、医療計画に必ず記載しなけれ
ばならない。

(1)都道府県において達成すべき、 4疾病及び 5事業の目標に関する事項
(2)4疾病及び 5事業に係る医療連携体制に関する事項
(3)医療連携体制における医療機能に関する情報提供の推進に関する事項
(4)居宅等における医療の確保に関する事項
(5)医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の確保に関する事項
(6)医療の安全の確保に関する事項
(7)地域医療支援病院の整備の日標その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備の

目標に関する事項

(8)病床の整備を図るべき区域の設定に関する事項       ′

(9)基準病床数に関する事項
(10)そ の他医療提供体制の確保に関し必要な事項

3 他計画等との関

医療計画の作成に当たつては、他の法律の規定による計画であつて医療の確保に関

する事項を定めぅものとの調和が保たれるようにするとともに、↑衆衛
生、薬事、社

会福祉その他医療と密接に関連を有する施策との連携を図るよう努める。医療の確保

に関する内容を含む計画及び医療と密接に関連を有する施策としては、例えば次のよ

うなものが考えられる。

(1)過疎地域活性化特別J措置法 (平成 2年法律第 15号 )に基づく過疎地域活性化計
画

(2)離島振興法 (昭和 28年法律第 72号)に基づく離島振興計画

(3)山村振興法 (昭和 40年法律第 64号)に基づく山村振興計画

(4)基本方針 「第 7 その他の医療提供体制の確保に関する重要事項」に掲げる方針
等

① 新健康フロンティア戦略                  ´

② ′21世紀における国民健康づくり運動 (健康日本 21)及びその地方計画
③ がん対策基本法 (平成 18年法律第 98号 )に定めるがん対策推進基本計画及
:び都道府県がん対策推進計画

④ 健康増進法 (平成 14年法律第 103号)に定める基本方針及び都道府県健康
増進計画                               ,
⑤ 介護保険法 (平成 9年法律第 123号)に定める基本指針及び都道府県介護保
険事業支援計画                       |
⑥ 療養病床の再編成に当たり国が示す指針及びそれに沿つて各都道府県で定める

構想等

⑦ 障害者自立支援法 (平成 17年法律第 123号 )に定める基本指針及び都道府
県障害福祉計画

③ 高齢者の医療の確保に関する法律 (昭和57年法律第80号 )に定める医療費
適
=化
基本方針及び都道府県医療費適正化計画

4 医療計画の作成体制の整

各種の調査及び医療計画の作成に当たっては、関係行政機関、医療関係団体等との

協議の場を設けるなど関係者の十分な連携の下に進めることが望ましい。特に、4疾
病及び5事業に係る医療連携体制については、医師、歯科医師、薬斉」師、看護師その

他の医療従事煮、介護保険法に規定する介護サービス事業者、住民その他の地域の関

係者による協議を経て構築されるよう配慮する。

なお、法第39条の9に基づき厚生労10J省が予算の範囲内で補助することとしてい
る医療提供体市」推進事業費補助金 (医療連携体制推進事業)については、前述のよう
な体制整備に活用できるものである。

5 医療計画の名称

都道府県における医療計画の名称は「○○県医療計画Jと することが望ましいが、
法に基づく手続により作成され、法に基づく事項が記載されている計画であれば、例
えば○○県保健医療計画のような名称のものであらても差し支えなく、又福祉等他の

関連する分野の内容を含む包括的な計画であつても差し支えない。  ―

6 医療計画の

医療計画の期間については、特段の定めはなく、適宜設定して差し支えないが、少

なくとも 5年ごとに詞査、分析及び評価を行い、必要がある場合、医療計画を変更す
るものとしている。                            :
なお、基準病床数に係る見直し時期と異なることにより不都合が生じるようであれ

ば、適宜整合を図ることが望ましい。

第 3 医療計画の内容

医療計画の内容は概ね次のようになると考えられるが、その構成を含めた具体的な内

容については、都道府県において、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かう、そ

れぞれの地域の実情に応 じて、定めるものとする。

ただし、法第 30条の 4第 2項において医療計画の記載事項とされているものについ
ては、必ず記載するものとする。
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1 医療計画の基本的な考え

医療計画を作成するに当たつて、都道府県における基本的な考え方を記載する。

(1)医療計画作成の趣旨
医療計画に関する根拠法令と作成の趣旨を明示する。

(2)基本理念
基本芳針との整合性に留意の上、都道府県l,お ける拳本的な

理念を調載する。|

(3)医療計画の位置付け

保健、福祉等他の関連する分野の内容を含む包括的な計画を作成している場合に

は、医療計画との関係を明示する。

(4)医療計画の期間
計画の対象期間を記載する。    ,
なお、基準病床数について計画全体と異なる期間を対象とする場合には、その却

間を付記する。

医療計画の前提条件となる地域の現状について記載する。その際、医療に関する事

項のほか、公衆衛生、薬事及び社会福祉に関する事項並びに社会経済条件等に関する

事項を記載することが考えられる。

参考として地域の現状に関する指標として考えられるものを次に示す。

(1)地勢と交通
地域の特殊性、交通機関の状況、地理的状況、生活圏等

(2)人 口構造 (その推移、将来推計を含む。)              、

人口、年齢三区分人口、高齢化率、世帯数等

(3)人 口動態 (そ の推移、将来推計を含む。)
出生数、死亡数、平均寿命等

(4)住民の健康状況
生活習慣の状況、生活習慣病の有病者 :予備群の数等

(5)住民の受療状況                    ,
入院・外来患者数 (流入、流出状況を含む。)、 病床利用率、平均在院日数等

(6)医療提供施設の状況
① 病院 (施設数、病床種別ごとの病床数)
② 診療所 (有床及び無床診療所、歯科診療所の施設数
③ 調剤を実施する薬局
④ その他

有床診療所の病床数)

3 疾病又は事業ごとの医療連

疾病又は事業ごとの医療連携体制については、基本方針の
「第4 医療提供施設相

互間の機能の分担及び業務の連携並びに医療を受ける者に対する医療機能に関する情

報の提供の推進に関する基本的な事項」で示された方針に即|して、かつ、患者や住民

にわかりやすいように記載する。

具体的には、
‐
4疾病及び 5事業のそれぞれについて、まず (1)必要となる医療機

能を明らかにした上で、(2)原則、各医療機能を担う医療機関等の名称、 (3)数 llli
目標等を記載する。

また記載に当たっては (4)公的医療機関及び社会医療法人の役割、(5)薬局の役
割にも留意するも                    ,

(1)必要となる医療機能
例えば脳卒中の急性期、回復期から維持期に至るまでの各病期において求められ

る医療機能を記載するなど、医療連携体制の構築に必要となる医療機能を、 4疾病

及び 5事業のそれぞれについて明らかにする:           |

(2)医療機関等の具体的名称

前記 (1)の各医療機能を担 う医療機関等については、医療法第 7条第 3項に基
づく医療法施行規則 (昭和 23年厚生省令第 50号)第 1条の 14第 7項の規定に
留意しつつ、原貝りとして名称を記載する。

なお、地域によつては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば圏域内に著しく多数の医療機関等

が存在する場合など(地域の実情に応 じて記載することで差し支えない。

(3)数値目標の設定
疾病又は事業ごとに、前記第 2の 3(4)に 掲げる各計画等で定められた日標を
勘案し、地域の実情に応じて、評価可能で具体的な数値目標を定め、記載する。
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(4)公的医療機関及び社会医療法本の役割
公的病院等

t(平
成 15年 4月 24日 医政発第 0424005号 医政局長通知「地

域における公的病院等を含めた医療機関の機能分担と連携の確保への協力依頼につ

いて」別添 2に記載する病院をいう。以下同じ。)め役割や公的病院等と民間医療機

関との役割分担を踏まえ、医療提供施設相互間の機能分担及び業務連携を記載する。

特に、公立病院等公的医療機関については、その役害」として求められる救急医療

等確保事業 (法第 30条の4第 2項第 5号イからへまでに規定する救急医療(災害
時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療 (小児救急医療を含む。))

に係る業務の実施状況を病院ごとに明らかにする。

なお、今後、総務省が公表する「公立病院改革ガイ ドライン」を十分勘案し、公

立病院に係る再編・ネット7ァク化等との整合性を図るものとする。

また、社会医療法人については、救急医療等確保事業において積極的な役割を図

ることとしていることから、認定を受けた事業全てにおいて社会医療法人であるこ

とを明確にすることが重要である。

(5)薬局の役割
薬局については、医療提供施設として、4疾病及び 5事業に係る医療連携体制の

中で、調斉Jを 中心とした医薬品や医療・衛生材料等の提供の拠点としての役害」を担

うことが求められる。また、都道府県においては、医療機関と調斉」を実施する薬局

の医療機能の分担及び業務の連携によつて時間外においても対応できることなどを

医療計画に記載することにより、患者や住民に対し、分かりやすい情報提供の推進

を図る。

4 疾病の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医

5事業以外で都道府県における疾病の発生の状況等に照らして、都道府県知事が特

に必要と認める医療について明記する。              リ

5 居宅等における

居宅等における医療 (以下、「在宅医療」という。)は、治療や療養を必要とする患

者が、通院困難な状態にあつても居宅等の生活の場で必要な医療を受けられるように、

医師が居宅等を訪問して看取りまで含めた医療を提供するものである:

都道府県は、法第 30条 4第 2項第 6号の規定に基づく在宅医療の確保を図るため、
関係者による協議の場を設け、次に掲げる事項について検討の上、計画に記載する。

記載に当たっては、地域においてどのような診療所、病院、訪問看護ステーシヨン、

薬局等が、どのような連携体制により在宅医療の機能を担っているのか、住民や患者、

医療関係者に分かりやすく理解できるように記載することが重要である。

また、地域ケア体制整備構想との整合性を図ることも重要である。

(1)入院又は通院医療を担 う医療機関と、在宅医療を担う医療機関との適切な役害1分
担及び連携の体制

(2)重症患者であっても、最期まで居宅等生活の場で暮らし続けたいと希望する者が、

在宅医療を受けられる医療及び介護の体制

(3)地域における在宅医療機能の底上げを図るための、在宅医療に関する研修の実施
体制

(4〉 前記 (1)か ら (3)までの体制において在宅医療を担う医療機関にかかる、そ
の名称の計画への原則記載       ′            :

(5)在宅医療の確保について、その進捗状況を評価するための情報の収集、指標の設
定及び評価の体制

6 医療従事者の確

医療従事者の確保に関する事項については、医療連携体制を構築する取組自体が偏

在解消への対策になること及び都道府県が中心となって医師を地域の医療機関へ派遣

する仕組みの再構築が求められていることを踏まえ、法第 30条の 12第 1項の規定
に基づく医療従事者の確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるための協議会 (以

下「地域医療対策協議会」という。)を開催し、当該協議会において決定した具体的な

施策を記載する。               :

特に、「第 10次へき地保健医療計画等め策定について」 (平成 18年 5月 16日 医
政発第0516001号 医政局長通知)に基づき策定する 1医師をはじめとした医療
従事者の確保を必要とする地域への対応方針」を医療計画に反映させることに留意す

る。

また、記載に当たつては(医療従事者の資質向上に関する事項を含めく医療従事者
の確保の現状及び目標について、可能な限り具体的に記載する。 .

(1)地域医療対策協議会の取組   |               :
① 地域医療対策協議会の開催経過
② 地域医療対策協議会の定めた施策
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(2)各 Ttt種の現状及び目標
① 医師
② 歯科医師
③ 薬斉」師
④ 看護職員 (保健師・助産師・看護師・准看護師)
⑤ その他の保健医療従事者
診療放射線技師、臨床検査技師・衛生検査技師、理学療法士・作業療法士ギ視

能訓練士、言語聴覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、歯科衛生士、

歯科技工士、管理栄養士等              `
⑥ 介護サービス従事者

7 医療の安全の

医療提供施設及び医療安全支援センターの現状及び目標について記載する。

(1)医療提供施設における医療の安全を確保するための措置に関する現状及び目標

① 病院、診療所及び歯科診療所ごとの医療機関数に対する医療安全管理者を配置
している医療機関数の害J合       、
② 病院の総数に対する専任の医療安全管理者を配置している病院数の割合  ‐

③ 病院、診療所及び歯科診療所ごとの医療機関数に対する医療安全に関する相談
窓口を設置している医療機関数の割合

(2)医療安全支援センターの現状及び目標
記載に当たっては、平成 19年 3月 30日 医政発第 0330036号 医政局長通
知 「医療安全支援センターの実施について」を参考に、次の事項について記載する

こと。

①′二次医療圏の総数に対する医療安全支援センタ‐を設置している二次医療圏数

の割合           ヽ  .
② 相談職員 (常勤換算)の配置数
③ ホームページ、広報等による都道府県、二次医療圏及び保健所設置市又は特別
区における医療安全支援センターの活動状況に関する情報提供の状況

④ 都道府県、二次医療圏、保健所における医療安全推進協議会の設置状況

8 医療提供施設の整備の目

(1)地域医療支援病院の整備の目標
地域医療支援病院は、医療施設機能の体系化の一環として、紹介患者に対する医

療提供、医療機器等の共同利用の実施等を通じてかかりつけ医 (歯科医)等 を支援
する能力を備える病院である。

かかりつけ医 (歯科医)等への支援を通じた地域医療の体系化と地域医療支援病
院の整備目標について、次の機能及び地域の実情を考慮し検討を行 う。

① かかりつけ医 (歯科医)等からの紹介等、病診連携体制
② 共同利用の状況    ―
③ 救急医療体制
④ 医療従事者に対する生涯教育等、_その資質向上を図るための研修体制

その結果を踏まえ、必要に応じて地域医療支援病院の整備目標 (例えば二次医療

圏ごとに整備する等)を設定する。

なお、地域医療支援病院を整備しない二次医療圏にあっては、医療機関相互の機

能分担及び業務連携等の充実を図ることが重要である。

(2)その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備の目標
疾病又は事業ごとに医療機能に関する調査を行い、必要に応じてその整備の目標

を設定する。

その手順については次の①及び②を参考にされたいもまた、③及び④で示すよう

に医療提供施設に対する情報提供を行うことも必要である。

なお、4疾病及び5事業の医療連携体制に係る医療提供施設の整備の日標につい

ては、前記「3 疾病又は事業ごとの医療体制」において、疾病又は事業ごとに記
載する。

① 疾病又は事業ごとの医療圏において、都道府県が必要とする医療機能について、
当該機能を有する各医療提供施設の施設t設備、症例数、平均在院日数、紹介先
とその件数、院外処方せん発行率、処方せん受け取り枚数及び専門職員数等の実

態調査を行う。なお、これらの調査については医療計画の見直し時期にとらわれ

ることなく、定期的に行うことが望ましいも

② 前述の調査に基づき医療機能の整備の必要性を検証し、不足している医療機能
については、その整備の方法及び整備の目標等について記lllす る。

③ また、これらの実態調査に基づき得られた各医療提供施設の医療機能に関する
情報 (施設(設備、症例数、平均在院日数、紹介先とその件数、院外処方せん発
行率、処方せん受け取り枚数及び専門職員数等)を各医療提供施設に提供する。

④ 都道府県が必要とする医療機能が、各医療圏内にない場合、当該医療機能を有
する医療提供施設に関する情報を収集し、その情報を圏内の各医療提供施設に提

供する。

10
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(1)療養病床及び一般病床

療養病床及び一般病床に係る基準病床数については、二次医療圏ごとにt医療法

施行規Jll(昭 和 23年厚生省令第 50号。以下「規則」:と いう:)第 30条の30に
規定する算定式に基づいて算定する。

(2)精神病床、結核病床みび感染症病床
精神病床に係る基準病床数、結核病床に係る基準病床数及び感染症病床に係る基

準病床数については、都道府県の区域ごとに、規則第 30条の30に規定する算定
式に基づいて算定する。

(3)基準病床数の算定の特例
各区域の急激な人口の増加が見込まれること等、医療法施行令 (昭和 23年政令
第 326号 )第 5条の3で定める事情があるときは、都道府県知事が厚生労働大臣
と協議の上算定する数を基準病床数とすること等ができる。

(4)1都 道府県知事のFJ」告   、
(1)か ら (3)までにより基準病床数が算定された後は、各区域において病院
の開設、病床数の増加若しくは病床の種月Jの変更、又は診療所の病床の設置若しく

は診療所の病床数の増加の許可の申請 (以下「許可申請等」という。)が あつた場合

において、当該区域の既存病床数が基準病床数を超えている場合又は許可中請等に

より病床数が基準病床数を超えることになる場合には、法第 30条の 11に基づく
都道府県知事の勧告 (当 該病院等が法第 7条の 2第 1項各号に掲げられている者が

開設等する公的性格を有する病院等であれば法第 7条の 2第 1項に基づく不許可処

分)の対象となり得る。

10 その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事

4疾病及び 5事業以外で都道府県における疾病の状況等に照らして特に必要と認め

る医療等については、次の事項を考慮して、記載する。       1

(1)精神保健医療対策
① 精神科医療に係る各医療提供施設の役割
② 精神科救急医療 (重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応する中核的なセ
ンター機能を有する医療機関の整備や他科診療科との連携による身体合併症治療

体制の整備等 )

③ うつ病対策 (性別や児童、労働者、高齢者、産後等のライフステージ別の相談・
治療体制t一般医療機関と精神科医療機関の連携体制t地域における理解の促進

等)に関する取組

④ 精神障害者の退院の促進に関する取組
⑤ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律

(平成 15年法律第119号)第 42条第1項第1号等に基づく決定を受けた者
に対する医療の確保、社会復帰支援等 (指定医療機関の整備、保護Ffm察所との協

力体制等)に関する取組

(2)障害保健対策
障害者 (高次脳機能障害者、発達障害者を含む。)に対する医療の確保等 (都道府

県の専門医療機関の確保、関係機関との連携体制の整備等)に関する取組

(3)認知症対策
① 鑑別診断、急性期症状等に対応するための医療体制
② かかりつけ医と鑑別診断等を行う専門医療機関との連携体制   ,

(4)結核・感染症対策
① 結核対策、感染症対策に係る各医療提供施設の役割
② インフルエンザ、エイズ、肝炎などの取組

(5)臓器移植対策
① 都道府県の取組
② 相談等の連絡先   ‐

(6)難病等対策
① 難病、リウマチ、アレルギニなどの都道府県の取組
② 相談等の連絡先           ,

(7)歯科保健医療対策

① 都道府県の取組
② 相談等の連絡先

(8)血液の確保・適正使用対策
① 都道府県の取組   ′             _
② 相談等の連絡先

(9)医薬品等の適正使用対策              :
① 都道府県の取組
② 相談等の連絡先
③ 治験の実施状況や医薬品提供体制

(10)医 療に関する情報化

医療提供施設の情報システム (電子レセプ ト、カルテ、地域連携クリティカルパ

ス等)の普及状況と取組
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(11)保健・医療・介護 (福祉)の総合的な取組
地域の医療提供体制の確保に当だつては、疾病予防から治療、介護までの三十ズ

に応じた多様なサービスが地域において切れ目なく一貫して提供される、患者本位

の医療の確立を基本とすべきである。  、
このため、疾病予防、介護、公衆衛生、薬事、社会福祉その他医療と密接に関連

を有する施策について、連携方策ゃ坤域住民今の情報提供体制を尋載する。
なお、医療と密接に関連を有する施策としては、前記第 2の 3(4)に 掲げる計
画等が求められている   

｀

11 事業の評価及び見直

事業の実施状況については、都道府県は、
′
設定しだ数値目標等を基に、事業の達成

状況を検証し、次の医療計画の見直しに反映させることが求められる。

法第 30条の6に基づいて行う事業の評価及び見直しについては:例えば次に掲げ
る項目をあらかじめ医療計画に記載する。

(1)事業の目標等
4疾病及び 5事業の医療連携体制に係る数値目標等

(2)推進体制と役割
事業の目標を達成するための推進体制及び関係者の責務と役害1

(3)目 標の達成に要する期間
(4)目 標を達成するための方策

(5)評価及び見直し

(6)進捗状況及び評価結果の広報・周知方法

第 4 医療計画作成の手順等

都道府県が医療計画を作成する際、技術的見地からみて全国に共通すると考えられる

手順等を参考までに示す。

1 医療計画作成手順

医療計画の作成等に当たっては、概ね次の手順が考えられる。

(1)医療計画 (案 )を作成するための体制の整備

(2)医療計画の目的、基本理合についての検討及び医療計画の塞本骨子についての検
討

(3)地域医療の現状分析等に係るデータの収集、調査の実施及び将来予沢Jの検討
(4)疾病又は事業ごとの医療連携体制を構築するための具体的方策についての検討及
び整備目標等の検討

(5)疾病又は事業ごとの医療連携体制の構築

(6)医療圏及び基準病床数の検討
(ケ )以上の検討を踏まえた医療計画 (試案)の作成
(8)診療又は調剤に関する学識経験者の団体 (医師会、歯科医師会及び薬斉」師会)か
ら医療計画 (試案)についての意見の聴取 (必要に応じ試案の手直し)
(9)医療計画 (案)の決定
(10)医療計画 (案)についての市町村の意見聴取 (必要に応じ医療計画 (案)の手直
し)

(11)医療計画 (案)について都道府県医療審議会への諮問、答申
(12)医療計画の決定
(13)医療計画の厚生労働大臣への提出及び公示

2 疾病又は事業ごとの医療連携体常1構築の手

(1)情報の収集
都道府県は、医療連携体制を構築するにあたって、患者動向、医療資源及び医療

連携に関する情報等を収集し、現状を把握する必要がある。

これらの情報には、次に掲げる既存の統計・調査から得られる情報のほか、関係

団体や住民に対するアンケー ト調査やヒアリング等で得られる情報がある。既存の

統計・調査等のみでは現状把握ができない場合、積極的に新たな調査を行うことが

重要である。             ・

人口動態統計

国民生活基礎調査

学校保健統計

患者調査

国民健康・栄養調査、保健・衛生行政業務報告 (術生行政報告例)

保健福祉動向調査

介護保険事業状況報告             `
医療施設調査

病院報告

⑩ 薬事関係業態数調                     :

(2)協議の場の設置                        |
都道府県は、医療審議会もしくは医療対策協議会の下に、4疾病及び 5事業それ

ぞれの医療体制を構築するため、疾病又は事業ごとに協議する場 (以下「作業部会」

という。)を設置する。また必要に応じて圏域ごとに関係者が具体的な連携等につい

て協議する場 (以下「圏域連携会議」という。)を設置する。

作業部会と圏域連携会議は、有機的に連携しながら協議を進めることが重要であ

①

②

③
．
④

⑤

⑥

⑦

③

⑨

14



る。                                                は医療機関と介護サービス事業所との調整を行 うなど、積lnu的 な役割を果たすも

のとする。

① 作業部会
ア 構成                 1                        ｀ ア 構成
作業部会は、地域の実情に応じた医療体制を構築するため、例えば次に掲げ              各医療機能を担う全ての関係者

る者を代表する者により構成する。

.イ  内容
(ア )地域医師会等の医療関係団体                                  下記の (ア )か ら (ウ )について、関係者全てが認識・情報を共有した上で、

|      (イ )医師、歯科医師、薬斉」師、看護師など現に診療に従事する者                    各医療機能を担う医療機関を決定する。

(ウ )介護保険法に規定するサービス事業者

(工 )医療・介護サービスを受ける住民・患者                            (ア )医療連携の必要性について認識の共有       、

(オ)保健 '医療 '福祉サービスを担う都道府県・市町村                        (イ )医療機関等に係る人員、施設設備及び診療機能に関する情報の共有

(力 )学識経験者                                         (ウ )当該疾病及び事業に関する最新の知識・診療技術に関する情報の共有

(キ)上記 (ア )か ら (力 )ま での他、各疾病及び事業において重要な役害1を担             1
う者                                                また、状況に応じて、地域連携クリティカィレパス導入に関する検討を行う。

イ 内容                                          (3)住 民
_・
患者の意見の反映

作業部会は、下記の事項について協議する。                           都道府県は、住民へのアンケー ト調査やヒアリング、作業部会への参加、医療計

画のパブリックコメン トの実施等により、住民・患者の意見を医療体制構築に反映

J      (ア )地域の医療資源の把握                                   させることが重要である。          :

"         

医療資源・医療連携に関する情報から、地域において各医療機能の要件を

満たす医療機関を確認する。また、患者動向等も加 n4‐ して、地域において不          (4)医 療計画への記載

足している医療機能あるいは調整・整理が必要な医療機能を明確にする。特            都道府県は、前記第 3の 3に示すとおり、医療機能ごとに、目標、医療機関に求

に 4疾病については、まずは二次医療圏を基礎として医療資源を把握する。            められる体制、数値目標等を医療計画に記載する。

また、原貝」として各医療機能を担う医療機関等の名称も記載するものとする。

(イ )圏域の設定          ′                             なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

上記 (ア )に基づき、圏域を検討・設定する。この場合(各疾病及び事業           を担うこともあり得る。                          |
に特有の重要事項に基づき、従来の二次医療圏にこだわらず、地域の医療資

源等の実情に応じて弾力的に設定する。                          (5)変 更が生じた場合の措置

医療計画策定後、医療機能を担う医療機関の変更が生じた場合は、可能な限り速

(ウ )数値目標の検討      '                               やかに記載内容を変更する必要がある。

地域の実情に応じて数値目標を定める。                            この場合、医療審議会の議をその都度経なくてもすむように、医療機関の変更に

数値目標の設定に当たっては、基本方針第 7に掲げる諸計画等に定められ           伴う手続をあらかじめ定めておく必要がある。

た日標等を勘案するものとする。
3 医療圏の設定方

② 圏域連携会議

携軍難遣菅貪曹Iち理[軍警菅角:iTr者
が、相互
F信
頼を醸成し、円滑な連          (1に言「糎棄芳g曇層基誓:彙「曇『鷲層賃E曇真:L据型藤匡婁屎編曹|[糞撃曹ニ

「    の圏域については、従来の二次医療圏に拘らず、地域の医療資源等の実情に応じて

をの際保健所は、地域医師会等と連携して当会議を主催し、と療滋関相互また           学
力
1勺
に設定する。
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(2)基準病床数の算定における二次医療圏の設定に当たつては、地理的条件等の自然
的条件及び日常生活の需要の充足状態、交通事情等の社会的条件を考慮して一体の

区域として病院における入院に係る医療 (法第 30条の 4第 2項第 11号に規定す
る区域 (以下「二次医療圏」という。)で提供することが適当と考えられるものを除

く。)を提供する体制の確保を図ることが相当であると認められるものを単位として

認定することとなるが、その際に参考となる事項を次に示す。

① 人口構造、受療の状況、医療提供施設の分布など、健康に関する需要と保健医
療の供給に関する基礎的事項につぃては、市町村単位で地図上に表示することな

どを検討する。なお、患者の受療状況の把握については統計学的に有意な方法に

よる諸調査を実施することが望ましい。

② 既存の圏域、すなわち、広域市町村圏、保健所・福祉事務所等都道府県の行政
機関の管轄Ё域、学校区 (特に高等学校に係る区域)等に関する資料を参考とす
る。

(3)三次医療圏については、概ね二都道府県の区域を単位として設定するが、その区
域が特に広大であることその他特別の事情がある都道府県にあっては、一都道府県

劇     内に複数の二次医療圏を設定しても差し支えない。
CO

また、一般的に二次医療圏で提供することが適当と考えられる医療としては、例

えばt特殊な診断又は治療を必要とする次のものが考えられる。

① 経皮的カテーテル′い筋焼灼術、腎移植等の先進的技術を必要とする医療
② 高圧酸素療法、持続的血液濾過透析等特殊な医療機器の使用を必要とする医療
③ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療
④ 広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療

(4)都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし、隣接する都道府
県の区域を含めた医療圏を設定することが地域の実情に合い、合理的である場合に

は、各都道府県の計画にその旨を明記の上、複数の都道府県にまたがうた医療圏を

設定しても差し支えない。

なお、その際は関係都道府県間での十分な協議や調整を行うとともに必要に応じ

厚生労働省にも連絡されたい。

4 基準病床数の算定方

基準病床数の算定は、規則で定める標準に準拠し、次に掲げる方式によること。

① 療養病床及び一般病床に係る基準病床数は、アの算定式により算出した数と、 ,
イの算定式により算出した数に、ウの式により算定した数を加えた数の合計数を

標準とする。

ア 療養病床

警:犀修[朧〕×〔員番旱貫i言讐率〕の総和二(lII詞
+〔
i菖 :そ界』褒E::婁〕|〔lttir]〔倉:!晏籠〕}×一蔦漂i扁軍二

ただし、上記算定式により二次医療圏ごとに算定した数の都道府県における
合計数は、

Ilir量
麟[抜 :ll×

〔員ぅ言littl率〕
の総和 ―

〔1慇I叫
× 二

蔦藻而爾軍

―

により二次医療圏ごとに算定した都道府県における合計数を超えることはでき

ない。                             |

イ ー般病床

停  

【
犀
難
[峨 :|〕 イ

(暑毯塁
麟「 機:|〕 の

↑
和 ×平均在院日数

十〔お営i【界』褒倉吉:婁〕二〔IIiri婁菖:!晏雛〕}×一着彙嘉面軍―

ただし、上記算定式により二次医療圏ごとに算定した数の都道府県における

合計数は、

t講響
離部酬趨|〕×
〔基【塁
器3戦:|〕の総和不幸均在院早数 lT蔦藻嘉百華

_

により二次医療圏ごとに算定した都道府県における合計数を超えることはでき

ない。

ウ 基準病床数のカロ算部分
(1)基準病床数の算定方法



なお、当該Zll道府県において、/fl道府県外への流出入院患者数が都道府県内

への流入入院患者数よりも多い場合は、

IIIili曾』i〕一〔lili[11】ト

で得られた流出超過カロ算数を限度として適当と認める数を各二次医療圏の基準

病床数にカロえることができる。

(注 1)「人口」とは、医療計画作成時における夜間人口をいう。その数値については、

国勢調査の結果による人口ヾ地方公共団体の人口に関する公式統計による人口

等のうち最近のものによることとする。

(注 2)「年齢階級」とは、 5歳 ごとの年齢による階級である。

(注 3)「 当該区域の性別及び年齢階級別入院・入所需要率」とは、厚生労lJJ大 臣が定

める在宅以外の長期療養に係る医療又は介護を必要とする者の性別及び年齢階

級別の入院・入所需要率を上限として、都道府県知事が当該区域の状況を勘案

∞        して定める値とする。
O

(注 4)「介護施設で対応可能な数」とは、介護施設 (介護療養型医療施設を除く。)      '
に入所している者の実数に都道府県知事が今後の介護サービスの進展を考慮し

た数をカロえた数をいう。

(注 5)「当該区域の性別及び年齢階級別退院率」とは、地方ブロックの性男り及び年齢

階級別の退院率をいう。

(注 6)「入院・入所需要率」、「退院率」(「病床利用率」及び「平均在院日数」として

使用する (参考とする)数値については、医療法第 30条の 3第 2項第 3号の
療養病床及び一般病床に係る基準病床数の算定に使用する数値等を定める件

(昭和 61年厚生省告示第 165号)に より定められている。

(注 7)各区域における流入入院患者数についでは、都道府県知事が当該匡域におけ [
る医療の確保のために必要と認める事情があるときは、当該区域ごとの数を超

えて、当該事情を勘案した数を加えることができる。

(注 8)各区域における流入流出入院患者数については、患者調査、国民健康保険等
のレセプ ト調査等により把握する。

(備考)「地方ブロック」とは、以下の 9ブロックをい う。

ブロック名 都 道 府 県 名

北 海 道 北海道

,こ   1ヒ 青森、岩手(宮城、秋田、山形t福島

関  東 茨城t栃木、群馬(埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野

北  陸 富山、石川、福井

東  海 岐阜、静岡、愛知、二重

近  畿 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中  国 鳥取、島根、岡山、広島、山口

四  国 徳島、香川、愛媛、高知

九  州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、河1縄

入院期間が 1年未満である者に係る病床利用率

+{纏予借illΣ響』i含〕|(1-退「率)の総和+健る[貞僣嘗]」〕一〔「鍔仝[曾司}
1

② 精ネ中病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに次の算定式により算出し
た数を標準とする。

ただし、算定式中「入院率」、「病床利用率」及び「入院患者数」は、それぞれ
「精神病床に係る人院率」、「精神病床利用率」及び「精神病床入院患者数」と読

み替えて適用する。

Ilirttili:〕
×〔ittli』
県の
〕の総不|+癖Itti[[宴「〕―瞑【貫膚県曼″1}

× 平均残存率 ×

入院期間が 1年以上である者に係る病床利用率

この場合において、都道府県知事は当該都道府県に所在する病院の入院患者の

うち当該都道府県に住所を有する者の数が、

〔言うlili[〕×〔i静はilil率〕の衿和        :

により算定される数を下回らている都道府県については、
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∞
一

1

(他の都道府県への流出入院昼者数)× 一―――一一
;             、 病床利用率

で得られた数の 3分の 1を限度として適当と認められる数をその都道府県におけ

る前記の算定式により算定した基準病床数にカロえることができる。

(注 1)「人口Jと は、医療計画作成時における夜間人口をいう。その数値については、

国勢調査の結果による人口、地方公共団体の人口に関する公式統計による人口

等のうち最近のものによることとする。

(注 2)「年齢階級」とは、20歳未満、20歳以上40歳未満、40歳以上 65歳未
満、 65歳以上の年齢による階級とする。

(注 3)「平均残存率」とは、次の二つの値を平均した値を標準として都道府県知事が

定める値とする。ただし、アの値がイの値を下回る都道府県にあつては、アの

値とする。                 ‐

ア 当該都道府県の平均残存率      ■
イ 全国の平均残存率の目標値

なお、ア及びイの値として使用する数値については、医療法第 39条の 3第
2項第 3号に規定する精神病床に係る基準病床数の算定に使用する数値等を定
める件 (平成 18年厚生労働省告示第 161号。以下 「精神病床算定告示」と
いう。)に より定められている。

(注 4)「退院率」とは、次の二つの値を平均した値を標準として都道府県知事が定め

る値とする。ただし、アの値がイの値を上回る都道府県にあつては、アの値と

する。                              ,

ア 当該都道府県の入院期間が 1年以上である入院患者の年齢階級別年間退院
率    ,
イ 全国の退院率の日標値

なお、ア及びイの値として使用する数値については、精神病床算定告示によ

り定められている。

(注 5)「当該都道府県の年齢階級別新規入院率」、「入院期間が 1年未満である者に係

る病床利用率」(「長期入院患者退院促進目標数」、「入院期間が 1年以上である

者に係る病床利用率」、「当該都道府県の年齢階級別入院率 J、 「病床利用率」と

して使用する数値については、精神病末算定告示によ,定められている。

(注 6)各都道府県における流入流出入院患者数については、患者調査、国民健康保
険等のレセプト調査等により把握する。

③ 結核病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに都道府県知事が定める数
とする。

なお、基準病床数の算定に当たっては、「医療計画における結核病床の基準病床

数の算定にういて」(平成 17年 7月 19日 健感発第0719001号 健康局結核
感染症課長通知)を参照すること。

④ 感染症病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに感染症の予防及び感染
症ρ患者に対する医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号 )第 38条第 1
項の規定に基づき厚生労働大臣の指定を受けている特定感染症指定医療機関の感

染症病床並びに同条第 2項の規定に基づき都道府県知事の指定を受けている第一
種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関の感染症病床の数を合算し

た数を基準として都道府県知事が定める数とする。            、

(2)基準病床数の算定の特例
医療計画作成時に次のような事情があるため、都道府県知事が都道府県医療審議

会の意見を聴いた上で厚生労lJ」大臣に協議し、その同意を得た数を力「えて得た数又

は厚生労働大臣に協議し、その同意を得た数を基準病床数とすることができる。

① 急激な人口の増加が見込まれ、病床の増加が必要と考えられる場合
② 特定の疾患にり患する者が異常に多い場合               、

③ 高度の医療を提供する能力を有する病院が集中している場合
④ 基準病床数に係る特例の対象となる病床以外で、医学・医術の進歩に伴い特殊
病床が必要と考えられる場合

⑤ その他当該区域において準ずる事情がある場合

第5 医療計画の推進等

1 医療計画の推進体

医療計画の推進体制については、第 4の 2

関係者が互いに情報を共有することにより、

れるような体制を構築することが望ましぃ。

2 医療計画の推進状況の把握、評価及び再検

(2)に定める協議の場を設けるなど、
信頼関係を醸成し、円滑な連携が推進さ
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医療計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定と評価を行い、その

評価結果に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。

そのため、第 3の 11に示すとおり、事業の目標、推進体制(推進方策、評価・見直
し方法等を計画においてあらかじめ明らかにした上で、少なくとも 5年 ごとに、事業

の達成状況について・l・B査、分析及び評価を行
い、必要があるときは計画を変更する。

第 6 医療計画に係る報告等

各都道府県の実情を把握し適正な医療計画の推進に資するため、法第 30条の4第 1
2項の規定に基づく医療計画の厚生労lgl大臣への報告については、次のとおり取り扱 う。

1 医療計画の厚生労働大臣への報

(1)報告事項
① 医療計画及びその概要並びに付属資料
② 公示の方法 (都道府県の公報の写し等を添付)
③ 原案作成年月日、市町村からの意見聴取年月日、医療審議会べの諮問年月日及
び答申年月日、公示年月日

´

(2)提出部数  5部

(3)報告時期
医療計画及びその概要並びに付属資料は公示前とし、その他の印昴1物がある場合

は公示後速やかに報告するものとする。

なお、例えば疾病又は事業ごとの医療連携体制において、医療機能を担う医療機

関の記載を変更した場合など、法第 30条の 6の規定に基づかない計画変更の場合
には、報告の対象としないこととする。

2 医療法第30条の 11の規定に基づく勧告の実施状況の報

(1)報告事項……………別紙様式 3
開設者氏名、病院所在地、開設等申請年月日、申請病床数(申請病 床の種別、
勧告年月日、医療審議会の意見、勧告に対する申請者の対応、その他参考事項

厚生労llll大臣       殿

都道府県知事

医療法第 30条の4第 5項の規定に基づく承認について

医療法第 30条の4第 5項の規定による病床数の加算について関係書類を添付し、次の
とおり申請いたします。

添付書類

1 都道府県医療審議会の意見を記載した書面
2 関係地域の地図その他参考となる書類       ,

1 加算すべき病床数
2 加算する病
床の種別

3 加算する地域

4 カロ算を必要とする
理由

5 加算しようとする
病床数の算定根拠

6 関係医療施設の現
況 と計画

7備    考

(別紙様式 1)

番   1号
年  月  日

∞
Ｎ

(2)提出部数  4部 記載上の注意

「4 加算を必要とする理由」の欄には、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整
(3)報告時期
勧告の行った日の属する月の翌月の 10日 までとする。たた                   

備 しようとする場合にはその旨、並びに当該病院の整備計画の概要及び設置場所選定の

請者の対応」が相当遅れる場合は、当該部分のみ後自報告す :し

「`勧告に対する申          理由等を記載すること

'も

のどする。                      
°



(別紙様式 2)

厚生労lDl大 臣
´     、殿

都道府県知事

医療法第 30条の 4第 6項 (又は第 7項)の規定に基づく承認について

医療法第 30条の 4第 6項 (又は第 7項)の規定による病床数の特例について関係書類
を添付し、次のとおり申請いたします。                       ヽ

添付書類

1 都道府県医療審議会の意見を記載した書面
2 関係地域の地図その他参考となる書類

1 特例とすべき病床
数

2 特例 とする
病床の種別

3 特例とする地域

4 特例を必要とする
理由

5 特例としようとす
る病床数の算定根拠

6 関係医療施設の現
況と計画

7備   考

記載上の注意

「4 特例を必要とする理由」の欄には、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整
備しようとする場合にはその旨、並びに当該病院の整備計画の概要及び設置場所選定の

理由等を記載すること。

(別紙様式 3)

号

日月

番

年

、医療法第30条の 11の規定に基づく勧告の実施状況報告

∞
ω

病   院   名

開 設 者 氏 名

病 院 所 在 地

開設等申請年月日

申 請 病 床 数 申請病床 の種別

勧 告 年 月 日

医療審議会の意見

勧 告 に 対 す る

申 請 者 の 対 応

その他参考事項



資料5-4

∞
'ハ

疾病又は事業ごとの医療体制について
(平成19年医政局、指導課長通知)




